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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○特定農業法人を農業後継者に

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岩手県江刺市 一ノ関
えさしし いちのせき

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

61.4ha 水稲、大豆等 － － －

交 付 金 額 個人配分 18.4 ％

1,019万円 共同取組活動 担当者活動経費 5.7 ％

（81.6％） 集落マスタープラン実現活動経費（ライスセンター

建設費、研修会参加負担金、会議日当等） 18.2 ％

農用地、水路･農道等維持管理費 43.2 ％

交付金の積立・繰越（法人化に向けた積立等） 4.9 ％

その他（加工場建設負担金等） 9.6 ％

協定参加者 農業者 50人 、一ノ関営農組合(構成員 41人）

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

協定締結にあたり集落の課題等について話しあったと

ころ、高齢化の進行と後継者不足から現状維持も困難で

、 。あり 耕作放棄地の増加が心配されることが挙げられた

現在営農組合を組織し、水田を中心にした農用地の利

用調整や農作業受託を一部で実施しているが、将来は特

定農業法人を立ち上げ地域の農業後継者として位置付

け、農地の荒廃を防止し有効活用を図る。 〈水路敷設工事〉

この担い手を核とした農業生産活動の体制を整備し、農地の集積や高収益作物の作付け

と農業機械の効率的な利用により農家所得の向上に結びつける。

また、食育を目的として地元児童生徒を対象とした体験学習を開催する。

なお、農業生産活動等の体制整備として、農道･水路等の補修･改修等の必要箇所を点検

し 「農用地保全マップ５カ年計画 （１４項目の具体的な活動）とそれを図面に関連付け、 」

た｢農地保全マップ｣を作成し農用地の保全活動を明確にした。

関連付け

〈農地保全マップ５カ年計画〉 〈農地保全マップ〉
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［活 動 内 容］

３．取り組むべき事項の活動内容

現在は営農組合で約４．８ｈａの農作業を受託し耕作放棄地の防止を行っているが、更

、 、なる管理の徹底と担い手育成を目指すことから 平成１９年度までに特定農業法人化をし

農用地の利用権設定及び農作業受委託等により集積を図る。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 耕作放棄地の発生防止活動

現在営農組合が中心となり農作業受委託の推進等により耕作放棄地の発生防止活動を実施してい

る。将来は特定農業法人化により農用地の権利移譲等により更なる管理の徹底と地域の担い手育成

を目指す。

○ 水路･農道等の管理

協定者全員で管理し、自治会の土木担当との関係連携を密に実施する。

○ 多面機能増進活動

周辺林地や溜池等の管理により環境整備に努める。また、食育を目的として、地元児童生徒を対

象とした体験学習を開催する。

○ 共同機械・施設利用

営農組合(将来法人化)が中心となり農業機械の共同利用や購入助成、育苗センターの利用促進、

ミニライスセンターの施設設置により効率的な機械利用促進を図る

○ 地場産農産物の加工販売

地元農産物の高付加価値化と新商品の開発を行い直売所での販売を行う。

（地元産の大豆を使用した味噌、野菜の漬物、米･豆･麦を加工した粉)

農業生産活動等

農地の耕作･管理
(田61.4ha)

個別対応
共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路 清掃 年1回

草刈り 年2回
・農道 草刈り 年2回

共同取組活動

多面的機能増進活動

農道に接する林地の樹木を
伐採 （年１回以上）

共同取組活動

体制整備に向けた取組

(営農組織の法人化)
営農組合が約4.8haの農
作業受託

↓
特定農業法人へ20haの利

用権設定と12haの基幹的３
作業を集積

共同取組活動

担い手集積化

農地法面の定期的な点検
（随時）

共同取組活動

(特定農業法人設立)
、特定農業法人を設立し

20haの利用権設定と12ha
の基幹的３作業を集積

共同取組活動

法人設立加算

加算措置への取組
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標にしている事例＞

○農業機械を共同購入し特定農業法人の設立を目指す

１．集落協定の概要

市町村･協定名 宮城県白石市白川 犬卒都婆
しろいしししらかわ い ぬ そ と ば

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

34ha 水稲 － － －

交 付 金 額 個人配分 40％

586万円 共同取組活動 担当者活動経費 12％

（60％） 水路・農道等の維持管理費 7％

多面的機能増進活動費 3％

体制整備に要する経費 37％

事務費 1％

協定参加者 農業者 56人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

全農家が兼業農家であり、農作業用機械を一式所有し、個別営農を行っているが、作

業機械の更新や収益低迷などの悩みもある。

今後は個別完結型農業から脱却し、集落営農組織を構築し、集落単位での農業生産活

動の体制整備を図り、将来は特定農業法人を視野に入れている。

そのための当面５年間の目標として、前対策で購入したトラクターに、さらに新対策

でコンバイン、乾燥機、籾すり機を共同購入し、耕耘、代かき、田植え、刈り取り、乾

燥・調整をそれぞれ協定農用地の１５haにおいて農作業の共同化を図っていく。

また、担い手育成や集落営農における先進地を積極的に視察し参考とする。

農用地等保全マップには、農地

法面の崩落箇所の補修の範囲や農

作業の共同化を行う範囲を示して

いる。

用水路改良工事〉〈
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［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

営農集落の育成

農地の耕作・管理 田34ha 周辺林地の下草刈り 機械・農作業の共同化（ ）

（約0.5ha、年２回） ・共同購入したトラクターと

個別対応 新たに共同購入するコンバ

共同取組活動 イン、乾燥機、籾すり機に

より耕起、代かき、田植

、 、 。水路・作業道の管理 え 収穫 乾燥調製を実施

0ha→15ha・水路４km、年2回 昆虫類の保護

清掃、草刈り （ホタル生息エリアの草刈り

・道路５km、年2回 草刈り やレンゲ草等の植物の栽培に 共同取組活動

随時 簡易な補修 よりホタルの保護を行う）

共同取組活動 共同取組活動

農地法面の定期的な点検

（年２回及び随時）

共同取組活動

作業道の設置、排水改良

（年１回）

共同取組活動

３．取り組むべき事項の活動内容

集落を基礎とした営農組織の構築

に向けて、コンバイン、乾燥機、籾

すり機等を購入し、耕起、代掻き、

田植え、収穫、乾燥調製における基

幹的農作業を１５ｈａ（協定農用地

の４４．６％）を目標に共同作業す

ることとしている。

協議会・自治会・農協と連携した集落営農方針の策定〉〈

［平成21年度まで取り組む目標］

○コンバイン、乾燥機、籾すり機を各１台共同購入。

○上記機械の他、前対策で共同購入した機械を共同利用し、耕起、代かき、田植え、収穫、乾燥・調

製を協定農用地の15haにおいて実施する。

○農用地等保全マップ活動として，協定農用地法面の崩落箇所を補修する。
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標にしている事例＞

○協定農用地の大部分が担い手へ集積

１．集落協定の概要

市町村･協定名 山形県最上郡舟形町 原田山地区
もがみぐんふながたまち はらだやまちく

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

21.4ha 水稲､大豆､山菜等 ー ー ー

交 付 金 額 個人配分 20 ％

398万円 共同取組活動 担当者活動経費 4 ％

（80％） 水路・農道等の維持管理費 12 ％

多面的機能増進活動費 1 ％

体制整備に要する経費 63 ％

協定参加者 農業者 59人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

原田山地区は、標高が高い急傾斜農地に位置し、日照条件や水はけの悪さ等から荒廃す

る農地が増え始めていた。そのような中、平成１０年に「沖の原機械利用組合」が設立さ

れ、転作作物や水稲の作業受託が始まり、原田山地区もその受益地区となった。その後、

高台にある農地は水利費が高いなどの理由から、平成１５年に水田畑地化にも取り組み、

大豆やそば等の一般的な転作作物に加え、収益性の高い山菜類やアスパラなどの栽培も始

まった。

新対策では、原田山地区、小松地区、鼠沢地区の３協定が統合し、新たに原田山地区集

落協定を締結するに至った。現在、認定農業者６名への農地集積及び機械利用組合への受

委託等で協定農用地の９割弱の集積が進んでおり、舟形町のモデルとして取り上げられて

いる。今後も利用権設定及び作業受委託等を継続し、近い将来、集落営農組織の立ち上げ

についても検討していくこととしている。

また、作付品目については需要や農地との相性等を鑑みながら決定するが、高付加価値

型農業への転換も考慮していく。

【農用地保全マップの概要】

急傾斜や水はけの悪さから、集中し

た降雨により農道の砂利や土壌が流亡

しやすいため、農道では砂利敷きや土

側溝のＵ字溝化の補修・改良を行う。
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［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

担い手集積化

農地の耕作・管理 景観作物作付け 利用権設定や 農作業受託 耕、 （

（田21.4ha） （プランターにベゴニア 起、収穫、乾燥・調製）によ

等を植え、集落内建物回 る認定農業者等への集積

個別対応 りに設置）

共同取組活動

共同取組活動

水路・作業道の管理

・水路1.5km

清掃（年1回 、）

草刈り（年1回 、）

見回り（降雨後適宜）

・道路1.8km

簡易補修（年1回）

草刈り（年2回）

共同取組活動

農地法面の定期的な点検

（随時）

共同取組活動

＜ 機械利用組合への農作業受委託＞

３．取り組むべき事項の活動内容

担い手集積化の取り組みとして、高齢化により個人管理が困難な農地について、利用権

設定や農作業受託（耕起、収穫、乾燥・調製）を進め、協定農用地全てについて、担い手

（認定農業者等１０名）への集積化を目指すこととしている。

鼠沢・小松地区に水稲５ha、原田山地区には大豆１１haに加え、アスパラ、うるい、わ

らび等５haを作付けし、品目毎に作付地のブロック化を図り、効率的な土地利用体制を築

く。

将来は集落営農組織の立ち上げを考えており、今後も前向きな実践により、農地委託者

の信頼を得ながら、農作業受託面積の増加（目標：さらに２．２haを受託）を図る。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 農道・水路の改修

砂利敷きによる農道改修（延長＝1.8km)

水路の補修及び土側溝を一部Ｕ字溝化（延長＝1.5km）

○ 担い手集積化

認定農業者への利用権設定や機械利用組合への農作業受託による協定農用地の集積

（現状：担い手への集積率87％→目標：100％）

○ 規模拡大加算

協定農用地に占める農作業受託面積の増加（目標：さらに2.2haを受託）
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＜農業生産法人・集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○土と水と向き合い、豊かな農村楽園を残そう！！

１．集落協定の概要

市町村･協定名 福島県相馬郡飯舘村 大倉
そうまぐんいいたてむら おおくら

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

26.2ha 水稲 － －－

交 付 金 額 個人配分 40.0 ％

417万円 共同取組活動 担当者活動経費 2.6 ％

（60.0％） 水路・農道等の維持管理費 0.7 ％

農業生産活動費 28.8 ％

協定農用地等の維持・管理費 2.9 ％

推進協議会拠出金 25.0 ％

協定参加者 農業者 35人（ 非対象農業者 7人）

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

集落内の高齢就農者の支援や耕作放棄地の発生防止を図りながら「豊かな農村」を

残して行くため、都市住民や学校等との交流を推進すると共に、稲作における高付加

価値化（エコ栽培米）や担い手への農作業受委託に取り組んで行くこととし、集落を

基礎とした営農組織の育成を目指したため協定を締結した。

また、広範囲にわたって点在する集落内の耕地や周辺状況等を把握するために、村

主催のワークショップを数回開催し、農地の現状や遊休化の進み具合等を確認した上

で、土砂崩壊のしやすい所や破損している所を確認し、拡幅や修繕の必要な水路や箇

所等の特定を図り、協定参加者全員が同じ考えで農用地等の保全に取り組むことがで

きるような活動計画を作成・実践することとした。

［活 動 内 容］

受委託

集落外との連携

○隣接する集落の住民と連携し、ダム湖（はやま湖）及び河川流域の環境整備の実施。

稲作の基幹的農作業（田
植え、病害虫防除、収穫、
乾燥・調製）の共同機械・
施設利用の実施
１１ｈａ→２０ｈａ

共同取組活動

（ ）高付加価値型農業の実践
稲作におけるエコ栽培米の
徹底
１５ｈａ→１８ｈａ

共同取組活動

生産性・収益の向上
周辺林地の下草刈り

）（年1回

共同取組活動

農地の耕作・管理
（田26.2ha）

個別対応

農地法面の定期的な点検
（年2回及び随時）

共同取組活動

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

水路・作業道の管理
・水路 年2回清掃草刈り
・道路 年2回草刈り

共同取組活動

営農組織の育成
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３．取り組むべき事項の活動内容

生産性・収益向上の取り組みとして、堆肥の使用等による土づくりを行うと共に、

エコ栽培米の取り組みを徹底させるため、集落内における栽培暦の共有化を図ること

としている。

また、営農組織の育成への取り組みとして、認定農業者（１名）を含む３名を中心

とした「機械利用組合」を創設し、高齢就農者や兼業農家から農作業を受託（目標は

８割受託）すると共に、農家個々の過大設備投資の抑制を図ることとしている。

さらに、地域内の連携を図りつつ、催し等での農産物直売実施や都市住民・学校教

育等との交流を検討し実施する予定である。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 高付加価値型農業の実践

稲作での有機肥料や使用農薬制限によるエコ栽培（18ｈａ）

○ 集落営農の組織化

認定農業者（１名）を含む３名を中心に機械利用組合の創設

（田植え、病害虫防除、収穫、乾燥・調製 11ｈａ→20ｈａ（80％以上 ））

○ 都市住民等との交流・・体験イベントや料理教室等の実施

○ 学校教育等との連携・・学校等との連携による体験イベントや料理教室等の実施

〈マスタープランの状況〉

〈農用地等保全マップ〉

集落マスタープラン策定用紙 集落名：

【集落の目標】

大倉行政区

土と水と向き合い　豊かな農村楽園を残そう！！

【集落の現状】（遊休農地、後継者　など）

※集落の現在の活動状況、農用地の利用状況などについて書いてください。

〈良いところ〉 〈悪いところ〉

・ はやま湖を中心とした、素晴らしい景観がある ・ 景観整備への関心が比較的うすい

・ 20行政区内でも温暖な地域である ・ 畦畔が大きく、水田の形状が悪い

・ 共同作業による景観整備を実施している ・ １水田面積が小さく、作業効率が悪い

・ 共同防除の一斉実施を展開している ・ イノシシ、猿等鳥獣被害が多い

・ はやま湖まつりでの農作物直売 ・ 共同化の意識が低く、個々で機械更新をしている

・ エコ栽培取組みが比較的高い ・ 兼業率が高く、日中は人が少ない

・ ・ 就農者が高齢化している

・ 真野川流域での隣接する他集落との交流がある ・ 農業後継者が少ない

・ 子供たちと老人会との交流の場がある ・

・ 日本デザイン学校等都市部住民との交流がある

・ ・ 交流等において地区の良さをうまくアピールできない

・ 子供が少ない

・ 地域あげて花いっぱい運動をしている ・ 高齢者が多いため、積極的な事業参加ができない

・ ・ 老人及び老人世帯の増加

・ 農業収入の低迷

・ 少子高齢化現象

郷土料理（ガニまき）や、川魚（アカハラ、ヤマメ、アユ）、地
域独自の産物（ユズ、イチジク、カキ、竹の子）がとれる。

就農者の高齢化率が高く、共同作業での支援
がなければ現状維持は困難になっている

自分の土地を守り、自分の水田で作付けをし一生、米を
食べ続ける意地、こだわりがある

はやま湖と周辺の山林、点在する家々の風景が醸し出す豊
かな農村景観

【集落の目指すべき将来像】（１０年間の達成目標）

・ 高齢就農者を支援し、耕作放棄地・荒地のない農村環境をつくる

・ エコ栽培（有機・減農薬）により特色ある稲作、売れる米づくりを実施する

・ 有機野菜の栽培、直売を展開する

・ 機械利用組合を設立し、農作業の受委託を展開する

・ 日本デザイン学校やキャンプ場を活用し、都市部や他地区との交流をすすめる

・ はやま湖を拠点に周辺環境、景観を整備する

・ 地域に伝わるガニまきをはじめとする食文化を、楽しみながら後世に伝えていく

・ 大倉の里は、真野川に親しみ川と触れ合ってきたことから、カニ、アユ、ヤマメなどが群れをなす川を取り戻す活動を進める

・ こだわりの農業を展開する地域を創る

・ 特有の気候、風土を利用した作物の栽培を進め、産直や加工品の開発に努める

・ 共同機械、共同作業により農業の省力化、コスト縮減を図り魅力ある農業の復活を目指す

より

５年間の工程表（各年度毎の活動計画）

年度 地区の取組み内容

① 行政区の将来の農業の在り方について、意見の交換・話し合いを行う
② 農作業の受委託に向けた、話し合いをする
③ 堆肥や土壌改良の投入により、土づくりをすすめる

① 堆肥や土壌改良の投入により、土づくりをすすめる
② 大倉行政区機械利用組合を設立する

① 堆肥や土壌改良の投入により、土づくりをすすめる
② 大倉行政区機械利用組合として、受委託作業を開始する

① 堆肥や土壌改良の投入により、土づくりをすすめる
② 大倉機械利用組合として、受委託作業を実施

① 堆肥や土壌改良の投入により、土づくりをすすめる
② 大倉機械利用組合として、受委託作業を実施

３年目

２年目

１年目

５年目

４年目

目　標

○ 行政区全員参加により、学習・検討する
○ エコ栽培米の徹底を図る

有機肥料投入、農薬成分値10成分以下の厳守

○ エコ栽培米の徹底を図る
有機肥料投入、農薬成分値10成分以下の厳守

○ 農作業受委託を中心とした、機械利用組合の設立

○ エコ栽培米の徹底を図る
有機肥料投入、農薬成分値10成分以下の厳守

○ 田植え、防除、稲刈り、籾摺り等の作業を委託する
受委託率60％（18/29戸）

○ エコ栽培米の徹底を図る
有機肥料投入、農薬成分値10成分以下の厳守

○ 田植え、防除、稲刈り、籾摺り等の作業を委託する
受委託率70％（20/29戸）

○ エコ栽培米の徹底を図る
有機肥料投入、農薬成分値10成分以下の厳守

○ 田植え、防除、稲刈り、籾摺り等の作業を委託する
受委託率80％（24/29戸）
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○「一集落一農場」を目指して

１．集落協定の概要

市町村･協定名 福島県耶麻郡猪苗代町 長坂
やまぐんいなわしろまち ながさか

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

－9.1ha 水稲、そば － －

交 付 金 額 個人配分 48.2 ％

163万円 共同取組活動 担当者活動経費 6.8 ％

（ 51.8 ％ ） 水路・農道等の維持管理費 30.0 ％

多面的機能増進活動費 3.1 ％

体制整備に要する経費 8.5 ％

法人設立のための経費 3.4 ％

協定参加者 農業者 19人、組合名:ニューわくわくファーム（構成員 5人）

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

当集落では、農業従事者の高齢化や後継者不足、生産農作物の販売価格の安価とい

う課題に直面しているが、地域水田の多面的機能を維持していくことを集落全体の話

し合いで確認できた。目指す集落営農の姿を前対策に引き続き「一集落一農場」と位

、 （ ）置づけ 県営経営体育成基盤整備事業の採択着工を契機に設立 平成17年3月9日設立

された担い手５名で組織する生産組合「ニューわくわくファーム」へ、農作業の集積

（地区の経営農地の90.6％を受託）し、農業生産法人の設立を目指すこととした。

また、鳥獣害対策として畑に防護ネットを設置し、収穫期における農作物を熊と猿

の被害から守ることとしている。

［活 動 内 容］

体験民宿を実施

共同取組活動

農地の耕作・管理
（田9.1ha）

生産者部会対応

水路・作業道の管理
・水路 年2回
清掃、草刈り、
梅雨・台風等の降雨後

見回り
・農道 年2回
簡易補修、草刈り

共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年２回及び随時）

共同取組活動

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

（耕起、代掻き、田植え、
稲刈りの農作業）
1.7ha→7.8ha
農地の集団化、共同育苗

等により担い手への全面的
な支援を実施

共同取組活動

担い手集積化

（農業生産法人の設立）
平成２０年度までに設立

共同取組活動

法人設立加算

加算措置への取組
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３．取り組むべき事項の活動内容

「一集落一農場」を目指し、集落の全農家が参加している「長坂営農改善組合」を

母体として、高冷地としての利点を生かした転作そばの推進や稲作におけるエコファ

ーマーへの取り組みにより米の高付加価値化を推進する営農指導、基盤整備事業に連

動した生産活動の推進及び農作業の受委託に係る生産者への助言を行う。加えて、生

産された「そば」を活用して「新そば祭り」の開催や農林産物の直売所経営、地域特

産品（わさび）栽培の試み、大型農機具（トラクター、田植機、コンバイン）の共同

購入と利用を図るなどの取り組みや非農家と連携して道水路の清掃及び補修を行い、

集落ぐるみでの生産活動の基盤強化を図るととしている。

担い手への集積化に取り組みとしては、生産組織「ニューわくわくファーム」に水

稲及びそば等の農作業の集積を図り、地域の担い手として育成しつつ４年後の農業生

産法人の設立を目指すこととしている。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 地域特産品の検討：磐梯山麓からの湧水を利用した「わさび」栽培の検討・定着化

○ 担い手集積化 ：基幹的農作業（耕起・代かき・田植え、稲刈り）

1.7ｈａ→7.8ｈａ（85.7％以上目標）

○ 法人設立加算 ：平成20年度までに農業生産法人設立

〈基盤整備事業の耕地と協定農用地範囲〉 〈農用地等保全マップ〉

〈そば祭りの開催状況〉
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○条件不利地域で法人を設立

１．集落協定の概要

市町村･協定名 長野県上伊那郡高遠町 山 室
かみいなぐんたかとおまち やまむろ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
28.3ha 米

交 付 金 額 個人配分 50％
601万円 共同取組活動 鳥獣害対策 22％

（50％） 農用地維持・管理 13％
法面・Ｕ字溝維持管理 8％
法人設立費用 2％
事務費 6％

協定参加者 農業者 55人、生産組織 2、水利組合 5

２．集落マスタープランの概要

（将来像）
耕作者が高齢化する中で、基盤整備した農地を荒廃させないよう、農業生産法人を核と

して、新規就農者や定年帰農者を担い手として受け入れ、農業生産活動を継続する。山室
ふれあい農園を充実させ都市住民との交流により集落を活性化する。
（５年間の目標）
農業生産法人の立ち上げ、機械・農作業を共同化する。新規就農業者・定年帰農者の育

成。山室ふれあい農園の拡充をはかり農産物の消費拡大につなげる。
（毎年のスケジュール）
一集落一営農を目指して集落内での話し合いにより、平成１８年度までに農業法人を設

立する。その後は、法人を軌道にのせるとともに、コンバインの共同利用による農作業の
共同化を図る。また、新規就農者や定年帰農者を育成するとともに、新規作物（トマト、
キュウリ）を導入し、地場産品として販売できるよう支援する。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田28.3ha 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化（ ）
（約2ha、年1回） （コンバインの共同利用を2ha

個別対応 （７％）実施、目標6ha)
共同取組活動

共同取組活動
水路・作業道の管理
・水路2.2km、年2回 山室ふれあい農園の拡充

清掃、草刈り し農産物の消費拡大を図 担い手（農業生産法人）への農
・道路0.7km、年2回 草刈り る （目標1ha） 作業の委託。

（目標10ha）
共同取組活動 共同取組活動

共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年２回及び随時） 加算措置としての取組等

共同取組活動 農業生産法人設立加算

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

当集落は、高齢化と過疎化で未だ人口の減少に歯止めがかからない状況にある。

また、条件不利地域でありながら、平成７年度から12年度までに中山間地域総合整

備事業としてほ場整備を25.4ha行ったが、その維持管理に支障がでる懸念が生じてい

た。

そこで、せめて基盤整備完了農地は守ろうとの合い言葉で、平成12年に集落協定を

締結した。13年度から普及センターやＪＡのアドバイスを受けて、法人設立の準備を

進め、17年10月に「農事組合法人 山室」を設立した。農地の基本的な管理は当法方

人が担当するが、協定参加者自らが農地の草刈り等を行った場合は、労賃を支払う。

、 、 、今後はコンバイン１台 乾燥機２台等を購入し 農業生産の協業を図ることにより

生産性や共同の利益を向上させ、先祖から受け継いだ農地・農業を守っていくことに

している。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

・１０年後も、協定参加農

地で、農業生産活動がされ

ているような体制整備を図

る。

共同機械（コンバイン）による収穫 農事組合法人山室設立総会

［平成21年度までの取組目標］

○ 平成18年度までに農業生産法人を設立する

○ 集落での大型機械の共同利用による営農の効率化・低コスト化

（当初２ha 目標７ha （協定農用地面積の24％ ））

○ 担い手(農業法人)への農作業の委託（当初０ → 目標10ha（協定農用地面積の35% ））
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標にしている事例＞

○震災を契機とした集落ぐるみの営農体制づくり

１．集落協定の概要

市町村･協定名 新潟県北魚沼郡川口町 武道窪
きたうおぬまぐんかわぐちまち ぶどうくぼ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
9.5ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 28％
210万円 共同取組活動 災害復旧事業負担金、水路・農道の改修 48％

（72％） 集落営農組織への助成 14％
会議費、役員手当、その他 10％

協定参加者 農業者16人 （農）グループファーム武道窪（構成員19戸）、

２．集落マスタープランの概要

（１）集落における将来像及び５年間での活動目標

農業生産法人を核とした農業生産活動等を基本とし、耕作放棄地を解消しつつ、

楽しい農業（作業の効率化、機械整備による重労働の削減、定期的な休暇）への転

換を図り、活気ある農業を目指す。

（２）毎年の活動計画

[１年目]桜の木の植栽､災害復旧費への負担補助

（ ）、 （ ）[２年目]排水路の改修 農道舗装30m 50m
[３年目]用水路の改修（ ）250m
[４年目]農道の改良（ ）120m
[５年目]用水路の改修（ ）120m

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

農地の耕作･管理(田9.5ha) 景観作物作付(桜) 集落営農組織の育成
（H17設立、農業生産法人）

法人対応 共同取組活動
共同取組活動

水路・農道の管理 加算措置としての取組等
･水路:年1回清掃､草刈り 集落営農組織への農地集積
･農道:年1回草刈り､補修 法人設立加算 ･利用権設定面積30％以上

・ 年に（農）ｸﾞﾙｰﾌﾟﾌｧ ･参加農家割合 50％以上H17
共同取組活動 ｰﾑ武道窪を設立

土地利用調整加算 共同取組活動
・H21年度までに農業生産

水路･農道の簡易な基盤整備(5 法人へ10ha(内協定農用地
年間) 面積9.5ha)を農地利用集 耕作放棄の発生防止
･水路:延べ400ｍ 積 ・法人への集積を基本
･農道:延べ170m ・そば等の作付け利用

共同取組活動 共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

( )協定締結に至る経緯等1
当集落は、平成 年 月 日に発生した「中越大震災」の震源地にあり、住宅全16 10 23

壊が半数以上となる被害を受けただけでなく、農地及び農道・水路の崩壊等により水田

0.5haの大半が作付け不能となる甚大な被災を受けた 集落の１戸当たり平均耕作面積は。

と小規模で、農家の９割が自己完結型の２種兼業農家だったことから、個別での営農再

建は経済的な負担が大きく、農地の復旧及び営農継続が困難となるだけでなく、離村戸

数の増加による集落維持が困難になることも懸念された。その中で、関係機関の指導の

もと集落内の農家でもある町の職員が、震災を契機に個別経営から集落営農による経営

への転換を提案し、組織化に向けた集落合意形成と併せて、新対策を最大限活用する新

たな集落協定の締結を進めた。

( )特徴的な活動内容等2
当集落では「武道窪集落営農検討委員会」を設置し、意向調査や集落懇談会を半年に

わたって実施した結果、震災から１年後の平成17年10月に農事組合法人「グループファ

ーム武道窪」を設立した（法人設立加算を適用 。）

なお、当該法人は、集落の農地を１つの農場とみなす「一集落一農場」の形態を取っ

ており、農地の利用集積を進める他、収穫物は法人名義で出荷等を行い、組合員には地

代や作業労賃等を支払うことで、個別農家の労働負担や経済的負担の軽減を図っている

（土地利用調整加算を適用 。）

また、集落協定や法人設立に向けた話し合いの中で、集落内に耕作放棄地を出さない

ことが合意され、かんがい施設の復旧の遅れから水稲が作付けできない水田にはそばを

作付けし、収穫されたそばを使ってお世話になった町内外災害ボランティア等を招いて

そば祭りを開催した。

今後、組合員の増加による規模拡大や園

芸導入等により法人経営の安定を図ってい

きたい。

( )これまでの成果等3
法人を設立したことにより、離農を考え

ていた農家が踏みとどまった。震災を契機

として集落営農を実現したことから、被災

地域の復興モデルとして、他地区への波及

が期待される。 ＜法人設立総会＞

［平成21年度までの取組目標］
○ 集落営農組織の育成による継続的な農業生産体制の整備
・農業生産法人の設立 現状：個別経営 → 目標（H17年 ：１法人）
・農業生産法人への農地利用集積

利用権設定 目標：10ha（うち協定農用地面積9.5ha、協定農用地面積の100％）
組織参加農家 目標：集落農家数の50％

・土地利用調整加算及び法人設立加算の適用
○ 生産条件の簡易な基盤整備
・水路の改修 目標：延べ400ｍ（５年間）
・農道の改修 目標：延べ170ｍ（５年間）
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落営農組織の充実強化による農業生産体制の整備

１．集落協定の概要

市町村・協定名 富山県南砺市 林道
とやまけんなんとし りんどう

協定面積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
28ha 水稲、大豆

交付金額 個人配分分 0％
593万円 共同取組活動分 水路・農道等維持管理費 15％

（100％） 集落営農活動経費 83％
その他（事務費等） 2％

協定参加者 農業者 51人、りんどう営農組合（構成員52人 、非農業者 2人）

２．集落マスタープランの概要

（１）集落における将来像

集落営農組織「りんどう営農組合」を主体とした水稲、大豆等の効率的な土地利用

型農業を展開する。また、畜産や干柿を加えた複合営農を確立する。

（２）５年間での活動目標

りんどう営農組合への農地利用集積を推進するとともに、組織運営の充実強化を図

る。また、協定農用地等に係る農道・水路の補修や整備を計画的に実施する。

（３）毎年の活動計画

［ １年目 ・集落マスタープランの策定及び合意形成］

・営農組合の組織、運営等の充実・強化

・水路、農道等の改修・整備

［２～５年 ・営農組合の組織、運営等の充実・強化］

・水路、農道等の改修・整備

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（ ） 周辺林地の下草刈り 集落を基盤とした営農組織の育28ha
・特色ある農作物生産 ・年１回 成

・農業機械の整備（ｺﾝﾊﾞｲﾝ、ﾄﾗ
、 、 ）営農組合活動 共同取組活動 ｸﾀｰ 田植機 大豆管理機等

38ha 41ha・農地利用集積 →
（ 、・複合経営の確立 水稲＋畜産

水路・農道等の保全・管理 輪作の徹底及び堆きゅ 干柿等）
・水路年 回(清掃･草刈） う肥の施用: 2
・道路年 回(簡易補修･草刈): 2

営農組合活動 共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検(随時)

営農組合活動

３．取組の経緯及び内容
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（１）これまでの経緯等

当集落では、いくつかの水稲共同グループ等が存在していたものの、大半が小規模

な個別農業経営により展開していた。農業従事者の高齢化に伴い離農が進み、地域営

農の存続と集落機能の維持低下が課題となる中で、平成 年度から本制度に取り組13
み、集落営農体制の構築による農地の一体的管理、農道・用水路などの生産資源の保

全管理に向け話し合いを進めてきた。その結果、平成 年２月に集落営農組織「り15
んどう営農組合」を設立し、併せて農業機械及び格納庫の整備を行った。平成 年17
度からの新対策では「りんどう営農組合」を主体とした農業生産活動等の充実強化を

図ることとしている。

（２）特徴的な活動内容

当集落では、非農家２戸を含む集落一体となった農業生産活動等の充実強化を図る

ため、交付金については全額、共同取組活動経費として活用することとしている。

なお、集落営農体制の強化に当たり、農業機械の導入や簡易なほ場整備（水田の均

平化、中畦排除、暗渠排水等）を進めるとともに、平成 年度までには「りんどう21
営農組合」の耕地面積を (うち協定農用地面積 )まで拡大することとしてい41ha 28ha
る。また、特別栽培米の生産や女性部による育苗ハウス跡での野菜類の生産・販売に

取り組み、農業所得の向上に取り組んでいる。

将来的には、水稲と畜産や干柿を組み合わせた複合経営を確立し、集落営農組織

「りんどう営農組合」を中心とした、効率的かつ安定的な農業生産活動等の実現を目

指していきたい。

＜女性部による野菜の生産＞ ＜集落での話し合い＞

［平成21年度までの取組目標］
○ 集落営農組織の充実強化 【現状】耕作面積38ha→【目標】耕作面積41ha
※上記の面積には協定農用地以外のものも含む。
目標面積の には、協定農用地面積の全体( )を含む。41ha 28ha

○ 水稲及び大豆等の土地利用型農業の効率的な展開。将来的には、集落営農組織を中心として、水稲
に畜産や干柿を加えた複合経営の実現

○ 営農の効率化・低コスト化を図るため、計画的に農業機械を整備
［機械の整備計画］
平成 年度 コンバイン18
平成 年度 トラクター19
平成 年度 大豆コンバイン20
平成 年度 田植機、大豆管理機21
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

機械共同利用化による農業生産体制の整備と鳥獣害防止対策○

１．集落協定の概要

市町村･協定名 福井県大野市 小矢戸
おおのし こ や と

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
8.1ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 33％
135万円 共同取組活動 農業生産活動（農道・水路等の管理） 4％

（67％） 多面的機能増進活動（堆肥施肥・電気柵防止対策） 20％
共同機械購入積立（コンバイン・畦塗り機） 30％
その他（役員報酬等） 13％

協定参加者 農業者38人、施設管理者2人、用水組合1、非農業者5人

２．集落マスタープランの概要

（１）集落における将来像

高齢化、少子化、遠距離通勤等を考慮した個人負担の軽減、均等化による集落住民が

参加しやすい集落営農体制を構築し、コストや労力の削減等、効率的な農業生産活動を

目指す。

（２）５年間での活動目標等

ア 個人所有の農業機械を集落で借り上げる等、機械及び農作業の共同化を推進し、集

落営農体制を構築（１年目：集落意向調査の実施、準備委員会の設立、３年目：集落

営農組織の設立、５年目：農業機械等の共同利用面積割合30％以上）

イ 耕作できなくなった農地については、中山間振興会による連絡調整のもと、集落営

農組織で管理受託する体制を構築

ウ 鳥獣害防止柵の設置

エ 中部縦貫自動車の建設に伴い農地が分断されることから、効率的な農用地利用計画

を検討

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

農地の耕作・管理 田8.1ha 周辺林地の下草刈り 集落営農体制の体制作り（ ）
（約2.3km、年1回） ・集落意向調査の実施

個別対応 ・準備委員会の設立
共同取組活動

共同取組活動
水路・農道の管理
・水路1.5km、年2回 景観作物作付け
清掃、草刈り ・畦畔沿いにアジサイを 機械共同利用に向けて、畔塗機・

・農道2.0km、年2回 草刈り 植栽 （延長約60ｍ） トラクターの共同購入。

共同取組活動 共同取組活動
共同取組活動

鳥獣害防止対策
（電気柵2.3㎞の設置）

共同取組活動 非農家・他集落等との連携
・隣接集落と鳥獣害防止対策について連携
・非農家５名と連携し 水路・農道の清掃及び景観作物作付け等、
を共同で実施
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３．取組の経緯及び内容

当集落では、農業従事者の高齢化、後継者不足から健全な農地管理を行うことが困難

な世帯が増加しており、集落機能の低下による農道や水路の維持管理等にも支障をきた

している。このため、本制度を契機に集落内で話し合いを行った結果 「集落内の農地、

は集落で守る」を基本に、集落一丸となって集落農地の維持に取り組むこととし、集落

営農組織による農業生産体制の整備を目指すこととした。平成17年度には集落営農組織

の設立に向けた準備委員会を設置し、集落の意向調査を実施するとともに、機械の共同

購入・共同利用による労力やコストの軽減について積極的に検討を行っており、目標年

度である平成21年度までに、交付金を活用して畦塗機やトラクター等の農業機械を共同

購入するとともに、協定農用地面積の30％に当たる2.4ha以上において共同作業を実施

することとしている。

また、堆肥を積極的に活用し、化学肥料を減らした環境への負荷の軽減にも取り組む

こととしている。

その他、隣接集落との連携による効果的な鳥獣害防止電気柵の設置や協定農用地の畦

畔にアジサイ約50本（延長約60ｍ）を植栽するなど、景観向上に向けた取組みを行なっ

ている。

アジサイ植栽による景観向上><

＜農用地保全マップ＞

・目標とする機械共同利用の範囲

・鳥獣害防止柵の設置箇所

・用排水路、農道の保全、管理

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落営農組織に向けた農業生産体制の整備

・集落において農業機械等の共同利用化を実施（協定農用地面積の30％以上を実現）

○ 農業機械の共同購入、共同作業によるコストや労力の軽減

○ アジサイの植栽による集落景観の向上（畦畔約60ｍ）

○ 堆肥の施肥を実施することによる環境への負荷の軽減

○ 他集落との連携

・隣接集落と連携し、効率的かつ有効的な鳥獣害防止電気柵の設置を実施
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○地域が一体となって活性化、旧村単位で協定を

１．集落協定の概要

市町村・協定名 福井県今立郡池田町 白粟・松ヶ谷
いまだてぐんいけだちょう しらわ・まつがたに

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
6.3ha 水稲 ha ha ha

交 付 金 額 個人配分 0％
84万円 共同取組活動 水路泥上、除草作業、農道補修、獣害対策等 29％

（100％） そば団地、受託水田等管理 23％
農業機械更新積立 23％
その他（水路、農道等現況調査、権利者調整会議等） 25％

協 定 参 加 者 農業者14人、水利組合3、生産組織1、非農業者16人

２．集落マスタープランの概要

（１）集落における将来像：１集落１農場を目指し、作付けから販売まで一体化した集落

営農を進めるとともに、有機米及び契約栽培米（もち米）の生産を行い、所得の安定

化を図る。また、観賞用錦鯉、景観作物、芳香植物（ラベンダー 、甘藷等を栽培・）

飼育するとともに、これらを活用して、都市住民との交流事業を実施し、所得向上と

集落の活性化を図る。

（ ） 、 、 、２ ５年間での活動目標：①生産組織による機械所有の一元化 ②農地集積 共同作業

高齢者の雇用創出等を進め、１集落１農場による体制を構築、③有機米及び契約米の

栽培等の促進、④都市との交流事業（景観作物栽培、オーナー園、鑑賞錦鯉養殖等の

実施）の推進による地域の活性化及び後継者の育成

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

農地の耕作･管理(田 ) オーナー農園の開設 集落営農組織､白粟ｸﾞﾘｰﾝﾌｧ6.3ha
ｰﾑ設立

個別対応、共同取組 共同取組活動 ･農業生産法人化を目指す

水路・農道の管理 景観作物作付け(ﾗﾍﾞﾝﾀﾞｰ ｺｽﾓｽ) 共同取組活動、
･水路2.4km､清掃､草刈､年2回 ・都市農村交流の推進
･道路1.5km､草刈､補修､年1回

共同取組活動 白粟ｸﾞﾘｰﾝﾌｧｰﾑへの農地集
共同取組活動 積

・利用権設定及び農作業
観賞用錦鯉の養殖 受委託の締結

農地法面の定期的点検(随時)
共同取組活動 共同取組活動

共同取組活動

近隣集落への参加勧誘
獣害防護柵の設置 受託農地調査

2.5km :1.2ha･ｲﾉｼｼ防護電気柵設置 特別栽培米の作付
水稲品種の団地化 共同取組活動: 70%

共同取組活動
個別対応、共同取組
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３．取組の経緯及び内容

白粟・松ヶ谷地区が位置する旧下池田地域は、高齢化と人口流出が進み、現在、離農

者の増加、農地の荒廃の進行、耕作放棄地の増大が憂慮されている地域である。こうし

た中、白粟地区においては、前対策の取組を契機に「自分たちの農地は自分たちで守ろ

う」との気運が高まり、平成 年１月に集落営農組織「白粟グリーンファーム」を立13
ち上げ、農地保全に努めてきた。今回、本制度が継続されることに伴い、隣接する松ヶ

谷地区を新たに取り込み、両地区一体となって集落協定を締結することとなった。

白粟・松ヶ谷地区は、 戸の農家が （うち協定農用地面積 ）の農地を耕14 6.5ha 6.3ha
作するという零細な農業経営にも関わらず、個人毎に農業機械を所有するなど、非効率

的な農業生産を行ってきた。こうした現状を踏まえ、これまで白粟地区で進めてきた白

粟グリーンファームを中心とした農業生産体制を松ヶ谷地区まで広域化し、農業機械の

共同利用、農作業の共同化を進めるとともに、水稲やそば等の転作作物の作付けに当た

り、品種ごとに団地化するなど、更なる効率的な農業生産体制の確立を目指すこととな

った。

また、特別栽培米（有機栽培、減農薬・無化学肥料等、平成 年度は ㎡で実17 3,480
施）や生産調整水田を活用した観賞用錦鯉の養殖に取り組むことで、農業所得の向上を

図りたいと考えている。

将来は、白粟グリーンファームの組織体制の強化を進め、農業生産法人へと育成する

とともに、旧村単位である旧下池田地域と他地区との連携を進め、地域一体となった農

村の維持、農地保全に努めていきたい。

＜農用地等保全マップ＞

生産組織受託計画

特別栽培米作付計画

契約栽培米作付計画

転作団地化計画

水稲品種団地化計画

鳥獣害防止柵設置区域

景観作物栽培計画

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落営農組織を中心とした農業生産体制の整備

・集落営農組織への農地利用集積

農作業受委託 目標5.0ha（協定農用地面積の78.9％）

・特別栽培米の作付け 協定農地の50％以上

・水稲品種の団地化 協定農地の50％以上、１団地１ha以上

・転作作物の団地化 50a以上の団地１団地以上

○ 景観作物等を活用した都市農村交流の推進

・ラベンダー及びコスモスの作付け

・観賞用錦鯉の養殖

・ラベンダー、コスモス、錦鯉を活用したイベント開催（毎年秋開催延べ千人参加）

○ 多面的機能の持続的発揮に向けた非農家等との連携

・景観作物の作付け、河川清掃など環境に配慮した活動を非農家とともに実施
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標にしている事例＞

○１３集落協定を統合した集落営農への取組

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岐阜県中津川市 蛭 川
なかつがわし ひるかわ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
水稲・大豆・飼料等208ha

交 付 金 額 個人配分 20％
3,244万円 共同取組活動 地区共同取組活動費 20％

（80％） 施設整備費（用排水路） 19％
共同利用施設整備費 12％
共同防除費（水稲・大豆） 7％
作業委託助成 7％
その他 15％

協定参加者 農業者 483人

２．集落マスタープランの概要

(1) 集落の将来像

本集落は、ほとんどが兼業農家であり、機械の共同利用・農地の利用集積を行うた

め、地区内の連携を図り効率的な農作業の受委託を行い営農推進に努める。

現在 「安弘見機械化営農組合」を中心に農作業の受委託を行っており、今後は担、

い手の育成を図るとともに、担い手が不足している地区の作業受託を行い、耕作放棄

地の発生防止に努め、安定した農業生産「ぎふクリーン農業」の取組拡大を図る。

(2) ５年間の目標

①高齢化等による作物不作付け地等は、受託組織の拡充と地域ぐるみの取組みによ

り保全する。②地元で取れた農産物等を利用した特産品の研究･販売に努める。③安

弘見機械化営農組合を法人化し､法人を母体とした農地の利用集積、農作業の受委託､

団地化に努める。④農作業受託組織等が導入する共同利用機械に助成を行う。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（208ha） 堆肥散布作業委託料助 農業機械の共同購入(水稲ｺﾝﾊﾞｲﾝ2台)
成(2,500円/10a､30ha)

個別対応 共同取組活動
共同取組活動

水路・作業道の管理 水稲､大豆共同防除
･水路､年2回:清掃､草刈(梅 (水稲91.6ha､大豆20.5ha）
雨､台風等の降雨後見回り)

共同取組活動
各地区での共同取組活動 農道、用排水路の改修

(農道1箇所､水路13箇所)
営農組織の育成（基幹的農作業の受

鳥獣害防止施設の設置費 共同取組活動 委託の推進､目標：平成18年度設立）
助成 上限 円/人､37人 推進会議の開催（４回/年）（ ）10,000

共同取組活動 共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

昨年度まで蛭川地区は、483農家が参加して13集落で協定の締結が行われたが、新た

な対策への取組に際して、ほとんどの集落で基礎単価要件での締結が見込まれていた。

その結果、耕作放棄地等の発生の恐れや鳥獣被害の拡大が懸念されたことから、集落

代表者との会議で13集落を統合した蛭川地区全体での協定締結が検討された。

蛭川地区の農家の農作業は 「安弘見機械化営農組合」を中心とした担い手に作業の、

受託が行われ、将来、同組合を法人化する計画もあったことから、蛭川全域を一つの農

場と見立てることにより、より積極的な集団営農に取り組むことができるのではないか

と考え、旧蛭川村を１つの協定と位置付けて取り組むこととなった。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

・今後５年間に補修・改良を予定

している水路がどこに存在する

のかが一目で認識可能。

・また、電気牧柵を施した圃場も

確認することが可能。

赤線・・・補修・改良予定水

緑線・・・電気牧柵

〈水路整備〉水路の土出し・目地埋め 〈水路整備〉水路周辺の草刈り

［平成21年度までの取組目標］

○ 平成 年度までに農業生産法人を設立。18
○ 農作業委託による営農の効率化・低コスト化（担い手への３作業委託率30％を目指す）

○ 担い手（新規立ち上げの農業生産法人）への農地の利用集積。

（利用集積を現在０ha→41haを目指す （協定農用地面積の20％））
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○旧村一丸となっての集落営農への取り組み

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岐阜県恵那市 串 原
え な し くしはら

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
35.5ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 29％
691万円 共同取組活動 役員報酬 8％

（71％） 会議費 3％
水路・農道の維持管理・補修・改良共同防除 56％
農作業受委託促進 3％
法人設立・運営に要する経費 1％

、 （ ）、 （ ）協定参加者 農業者120人 串原営農組合 構成員101人 農事組合法人ふるさと松本 構成員5人
＜H17.05.18設立＞

２．集落マスタープランの概要

（１）集落の将来像

串原営農組合が農作業を受託して、個々の農家の機械所有に対する農業経営経費を

節減し、農事組合法人ふるさと松本に農地の利用集積を推進するなど自らが耕作や農

地の維持管理ができなくなっても、限りある農地を美しい形で後世に残せる集落を目

指す。
（２）５年間の目標

耕作状況の確認を行い、自らが耕作できなくなった農家に対しては、担い手への農
地の利用集積を推進する。また、不在地主の農地については、農事組合法人を設立し
利用権設定を推進することで耕作放棄の防止を図る。
また、集落営農の活動を継続させながら、機械・農作業の共同化、作業委託（基幹

的農作業３作業以上を協定農用地の10％以上増加）を行う。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り 担い手への農作業の委託
（田35.5ha） （約0.5ha、年1回） （農業経営基盤強化法に基づい

た利用権設定についての説明会
個別対応 個別対応 開催（年１回 ））

共同取組活動
水路・農道の管理
・水路 年2回 清掃、草刈
（梅雨、台風等の降雨後には 農作業の受委託の推進
見回り） （農作業受委託についての説明

・道路 年2回 清掃、泥上げ 会開催（年１回 ））
（梅雨、台風等の降雨後には
見回り） 共同取組活動

共同取組活動
加算措置としての取組等

農地法面の定期的な点検 土地利用調整加算
（年２回及び随時） 作業受委託面積を3.6ha(10％)

増加。
共同取組活動

共同取組活動

法人設立加算
平成17年に農事組合法人を設立

農業構造改善事業で整備した加工施設との連携に
よる地域特産品の開発と製造・販売 共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

現在、農地を守る農家の高齢化及び二種兼業化が進み、自ら耕作できない農家が増え

つつあり、木根地区を中心に集落営農組織への作業委託が進んでいる。その反面、地区

により農業用機械の更新及び維持による生産コスト増と高齢化により、農地の維持管理

ができない農家の発生が懸念されていた。

そこで、本集落協定では、定年退職者を集落営農組織の一員として取り込み作業受委

託を継続するとともに、高齢化の進んでいる地区での農事組合法人の設立を行い農地の

利用集積を推進することとした。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

協定農用地の状況が確認でき、今後５年間

に補修・改良を予定している水路や農道がど

こに存在するのかを一目で認識することがで

きる。

＜凡例＞

営農上の一体性で団地として設定

補修・改良予定水路

補修・改良予定農道

＜共同水路整備＞ ＜共同農道整備＞

芽地埋めによる水路補修 泥上げによる農道整備

［平成21年度までの取組目標］

○ 営農組合への農作業委託による営農の効率化・低コスト化

（３作業委託率41%→51%（協定農用地面積の30％ ））

○ 担い手（農事組合法人）への利用集積による維持管理農用地の有効利用

（１haで実施（地域のニーズや受け入れ体制の整備が出来次第随時拡大 ））
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落営農組織の法人化と法面被覆植物の植栽

１．集落協定の概要

市町村･協定名 三重県いなべ市北 勢 町 東貝野
ほくせいちょう ひがしかいの

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

13.7ha 米・麦等

交 付 金 額 個人配分 0％

260万円 共同取組活動 法面被覆植物植栽 13％

（100％） 鳥獣害防止対策・水路補修・改良維持管理 18％

畦畔法面の除草・点検 13％

法面の保全、用水路の改修用積立金 54％

役員手当 2％

協定参加者 農業者108人、水利組合 1、生産組織 1

２．集落マスタープランの概要

・集落営農組織と認定農業者が集落の核となるべく農業生産活動に取り組み、今後は

集落営農組織が特定農業団体となるための法人設立にむけた合意形成に努める。

・集落の担い手として集落営農組織と認定農業者に集落の農用地の大半を利用集積・作

業受委託し、担い手と高齢農家等集落内の他の農家との有機的連携により、集落の農

業生産活動等の体制整備を図る。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 法面被覆植物の植栽 機械施設の共同利用
（田13.7ha） （0.5ha）

集落営農組織
認定農業者 共同取組活動
個別対応

共同取組活動
景観作物作付け

水路・作業道の管理 （景観作物として
＜水路＞・清掃 年1回 コスモス50aを作付け 集落営農組織・認定農業者へ利）

・草刈り 年2回 用集積・作業受委託
＜農道＞・草刈り 年2回 （目標：協定面積の20％）

共同取組活動

共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検
加算措置としての取組等

法面点検担当者 集落営農組織の法人化

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

現在、農業経営の大半が兼業農家で行われているが、農業従事者の高齢化により耕作

放棄が懸念されている。このため、現在の集落営農組織を集落の合意の元に特定農業団

体としての構築に向けた取り組みを行い、認定農業者と共に農用地の利用集積を図ると

ともに、農家組合による農用地の保全管理・土地利用調整を行い、集落営農組織と認定

農業者への更なる集積を進めるために集落営農組織の法人化を行い 集落内の担い手 農、 （

業生産法人・認定農業者）に協定農用地面積の２０％の増加（２．７ha）以上の作業受

委託や土地利用集積を行う。

また、法面草刈り作業の軽減を図り、かつ景観を考慮に入れて法面被覆植物の植栽を

行う。

○農用地等保全マップ

【 】マップの解説

・集落内の水路

を図示し、要

補修水路を

。記載している

・電気柵設置

範囲を色別に

。図示している

法面被覆植物の植栽状況 田（法面）の管理状況

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落営農組織の法人化

○ 集落営農組織・認定農業者への利用集積・作業受委託…協定面積の20％（2.7ha）

○ 法面被覆植物の作付け…5,000㎡
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○共同作業から集落営農への発展

１．集落協定の概要

市町村･協定名 三重県 多気町 丹生
たきちょう にゅう

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

17ha 水稲、大豆等

交 付 金 額 個人配分 50％

358万円 共同取組活動 役員報酬及び会議費 4％

（50％） 共同作業取組経費等 24％

共同利用機械の購入 22％

協定参加者 農業者 64人

２．集落マスタープランの概要

本集落においては、現在、集落を基礎とした営農組合が立ち上がり、麦後に大豆の生

産に取組んでいる。今後はこの組合での取組をブロックローテーションの麦、水稲栽培

へと広げていく意向である。

営農組合による集落内農地の全委託作業により、農作業の効率化、大型農業機械への

効率的投資が可能となる。

また、将来的にはこの営農組織を発展させた農業生産法人を立ち上げ、農作物の計画

的かつ効率的栽培、集落内の農産物加工所における加工販売を目指す。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 遊休農地でのビオトープ 機械農作業の共同化
（田17ha） (0.2ha)

学校教育と連携した水田 麦作後の大豆栽培の共同化に
ブロックローテーションに の多面的機能増進活動 より農作業の効率化、省力化に
よる集団転作を実施。 取り組む
転作ゾーンにおいて麦・大豆
の共同作付

共同取組活動
共同取組活動

水路・作業道の管理
＜水路＞・清掃 年１回

・草刈り 年１回
＜農道＞・草刈り 年１回・

共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年２回及び随時） 農産物加工所との連携に

よる加工販売の推進
共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

平成１６年度から始った「水田農業構造改革対策」により、地域ビジョン等の検討、

地区での話し合いを行う中、大豆栽培への取組意欲が高まってきた。

そのため、既存の 「丹生農用地利用組合」を発展的に解消し、麦･大豆の作業を受

託する組織として 「丹生営農組合」設立し、大豆栽培に要する共同利用機械の購入及、

び共同作業へと取り組みを拡大し、集落営農へと結びつける。

また、最近増加傾向にある野生動物の食害の防止についても共同で取り組む。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

・今後ますます増え

るであろう野生動

物の食害を防止す

るため、防除施設

の共同設置の記述

の重点化

共同利用機械による収穫作業 ビオトープの取組

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落内の遊休農地において小学生等を対象として取り組んでいるビオトープ等よる水田の多面的機

能の増進（現状0.2ha、目標0.2ha）及び学校教育との連携の充実

○ 地域内の農産物加工所に提供する農産物の計画的生産

○ 集落内農地の効率的な利用の強化及び農業生産法人化の検討
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落ぐるみの多面的機能持続発揮と担い手の育成

１．集落協定の概要

市町村･協定名 滋賀県米原市（旧伊吹町） 大清水
まいばらしきゅういぶきちょう おしみず

協 定 面 積 田(100％) 畑 草地 採草放牧地
28.5ha 水稲、小麦、そば － － －

交 付 金 額 個人配分 50.0％
337万円 共同取組活動 共同機械購入費積立 36.3％

(50％) 役員報酬 1.8％
農地・水路・農道等の管理 11.9％

協定参加者 農業者43人、大清水営農組合（構成員35人）

２．集落マスタープランの概要

「 」 。①営農組織 大清水営農組合 の組織強化を図り継続的な集落営農の体制整備を図る

・後継者がいない高齢農家が耕作する農地の最終的な受け皿とする

・保有する農機具について老朽化したものについては、計画的な機器更新を行う

・定年帰農者等に対して組織への参画を呼びかけ、オペレーターの育成を図る

②担い手となり得る若手農業者に対して、営農組織と分担して農用地の集積を図る。

各年度の取組目標

１年目 電気柵の補修、水路・農道等の管理・補修（毎年 、共同機械購入積立）

、 、 （ 、２年目 電気柵の補修 防草マット設置施工にかかる先進地視察 共同機械購入 畦塗り機

トラクター）

３年目 電気柵の補修、防草マット設置施工、

４年目 電気柵の改修（鹿対策 、農地への障害樹木等枝払い、防草マット設置施工）

５年目 電気柵の補修、共同機械購入（プラソイラー 、水路かさ上げ改良）

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

水田の耕作・管理(田22.9ha) 周辺林地の下草刈り 非農家と連携した多面的機能
農地（小麦・そば）の耕作・管 （約１ha、年１回） を増進する活動等
理（田5.5ha） （非農家45人（集落協定に参

個別対応 加する農業者の総数の58％ ））
個別対応（水稲） と水路清掃年２回実施)

共同取組活動（小麦・そば）
共同取組活動

水路・作業道の管理
･水路3.0km､年2回 清掃､草刈り 認定農業者育成

（ 、 ）･道路3.0km､年2回 草刈り 目標１人 現在１人育成済

共同取組活動 共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年２回及び随時）

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

本集落は旧伊吹町の南部に位置し、周囲を深い山林に囲まれイノシシやニホンジカ等

の野生獣の被害を防止する獣害防止柵が周囲に張り巡らされた林間孤立地ともいうべき

立地条件のため、入耕作者の参入がなかなか見込めない地域である。

そのため、前対策においても農作業の共同化を前提とした集落営農組織の底上げを目

、 。的として集落協定を締結し 農地の保全並びに小麦播種等の共同営農活動を行ってきた

しかしながら、５年前に集落営農組織の柱となっていたオペレーター等の高齢化は著

しく、集落内の柱となる担い手の育成や地域一体での取組を行うことが必要と考え、そ

のような課題を解決すべく協定締結に至った。

まずは、大清水集落の農用地を今後もどのようにすれば保全していけるのかというこ

とを前提に、飯米農家がリタイアした際の受け皿となるべき大清水営農組合の組織強化

を引き続き図ることとし、また、それと平行して、若くて意欲のある集落内農業者に対

して認定農業者となれるよう集落でバックアップを行っていくこととした。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】
・赤色ライン
既存の電気柵の管理および除草作業の労力を軽減す
るため、防草マット設置施工を行う。
・黄色ライン
鹿対策として電気柵の改修を行う。
・青色ライン
水路改良（L=90m）を行う。

〈小麦の播種を共同取組活動として行っている様子〉

［平成21年度までの取組目標］
○ 多面的機能の持続的発揮に向けた非農家・他集落等との連携
（非農家45人（集落協定に参加する農業者の総数の58％）と水路清掃年２回実施)

○ 認定農業者の育成（当初０人、目標１人）
○ 鳥獣害防止のための施設の維持管理・整備
（電気柵の改修：950ｍ、防草マットの設置：3,600ｍ）

○ 水路の改良（90ｍ）

30



＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○鮎河の農地をまもる

１．集落協定の概要

市町村･協定名 滋賀県甲賀市 土山町西野
こうかし つちやまちょうにしの

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
15.8ha 水稲・麦・蕎麦

交 付 金 額 個人配分 50.0％
205.1万円 共同取組活動 集落営農団体育成 29.3％

（50％） 鳥獣害防止施設の設置および管理 19.5％
農用地の維持管理（景観作物作付） 1.2％

協定参加者 農業者 54人、水利組合（構成員50人 、集落営農組織（構成員107名））

２．集落マスタープランの概要

○将来像と目標

高齢化、後継者不足により農地の維持管理が困難になった農家および機械の更新をし

ない農家に対し、地域を担う後継者で組織する法人化された農業団体が農地の賃貸借に

より一農場として経営を行う。

農業団体は若手の後継者で構成し、機械作業を中心とした経営を行う一方で、日常の

水管理や草刈りなどの管理作業は壮年から老年が担うこととして、全年齢層で地域の農

地を保全していくことを目標とする。

営農組織は安定した経営のため、機械を持たない農業者が日常の維持管理を担ってい

くことによって、地域住民が一体となった農地保全を進めていくことを目標とする。

各年度毎の目標
１年目 鮎河耕作組合の特定農業団体の認定、獣害柵設置場所の検討、

水路・農道改修場所の検討
２年目～３年目 鮎河耕作組合の法人化への取組、獣害柵設置、水路・農道改修

５年目 鮎河耕作組合の法人化、獣害防止柵の設置完了、水路・農道改修完成

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田15.8ha 景観作物作付け 集落を基礎とした営農組織の育（ ）
（景観作物としてｺｽﾓｽを 成（基幹的農作業３作業を集落

個別対応 約0.2ha作付けた ） 営農組織に集積1.0ha→4.7ha。
（3.7haの増加）

共同取組活動
水路・作業道の管理 共同取組活動
・水路3.0km、年2回

清掃、草刈り
・道路5.0km、年2回 草刈り

共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年２回及び随時）

共同取組活動

鳥獣害防止対策のﾈｯﾄ設置
ﾈｯﾄ設置 5.0km

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

当集落は全戸第２種兼業農家で、平均所有耕地面積は40～50a、農業機械を所有し自
己完結型経営の農家が過半数を占めており、農家の平均年齢は６５歳以上と高齢化する
中で後継者への引継ができず、農地の維持管理ができない。また、近年は鳥獣（シカ、
イノシシ）による農作物の被害が増加し農家の経営意欲は低下している。
このような状況の中で、各農家が個別に機械の更新や鳥獣害対策に取り組んでいると

充分な更新や鳥獣害対策ができない状況になってきている。
一方、従来から後継者となる年齢層で構成する営農組織が基幹作業の受委託を担って

おり、農地の維持管理ができなくなった農家の援助を行っている。
このように農地の保全が難しくなってきている状況の中、地域を担う後継者で組織す

る法人化された農業団体が農地の賃貸借により一農場として経営を行っていく予定であ
る。
また、鳥獣による農作物の被害が増加していることから、この農地を保全し、農家の

経営意欲の向上を図るため動物誘導柵の設置を行う。
、 、今後の取組としては現在ある集落営農組織を法人化し 地域の担い手として位置付け

営農組織は安定した経営のために、機械を持たなくなった農業者が日常の維持管理を担
っていくことによって、地域住民が一体となった農地保全を進めていく。

◎農用地保全マップ

【マップの解説】

動物誘導柵の設置場所の記入

（赤、紫の点線）

今後、農地保全をするための農

作業受託をする農地の指定（緑

の部分）

鳥獣害防止誘導柵の設置 農作業の共同化・受委託農地

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落を基礎とした営農組織の育成

（基幹的農作業３作業以上を集落営農組織に集積1.0ha→4.7ha（3.7haの増加 ））

○ 鳥獣害防止対策の実施（フェンスの維持管理 集落囲全長：5.0ｋｍ）

○ 景観作物（コスモス）の作付け・維持管理（0.2ha）
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落営農の法人化を目指す

１．集落協定の概要

市町村･協定名 滋賀県犬上郡 多賀町 栗栖
いぬかみぐんたがちょう くるす

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
7.8ha 水稲、麦 等

交 付 金 額 個人配分 10％
67万円 共同取組活動 農業生産活動の体制整備 80％

（90％） 水路、作業道等の清掃 10％

協定参加者 農業者 20人、栗栖営農組合（20人）

２．集落マスタープランの概要

（将来像、５年間の目標）

①環境こだわり農業の実践（年度別実施面積 17年度60a、18年度100a、19年度1

30a、20年度170a、21年度200a 、②農業生産の省力化と水資源の有効活用（自動給）

水装置の設置 、③獣害対策の実施（獣害防止柵約１ｋｍ設置 、④景観作物の作付） ）

けによる多面的機能の発揮、⑤集落営農の法人化の実現。

（年次計画）

平成17年度 自動給水装置の設置、平成18年度 法人化の検討

平成19年度 農業生産法人の設立、平成20年度 獣害防止柵の設置（約700ｍ）

平成21年度 獣害防止柵の設置（約300ｍ）

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田7.8ha 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化（ ）
（約0.5ha、年1回） （農作業機械の共同利用を７ha

（協定農用地の90％）実施、目
個別対応 標7.8ha(11.4%増加)

個別対応
共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路2.3km、年2回 景観作物作付け

清掃、草刈り （景観作物としてｸﾛﾀﾗﾘｱ 多面的機能の持続的発揮に向け
・作業道2.0km年2回 草刈り を約0.2ha作付けた ） た非農家との連携。

（非農家13戸（集落協定に参加
する農業者の総数の約33% ）と）
地元産材を使った交流活動実施

共同取組活動 共同取組活動 共同取組活動

農地法面の定期的な点検 加算措置としての取組等
（年２回及び随時）

集落営農の法人化（農業生産法
共同取組活動 人の設立）

共同取組活動

集落外との連携
○集落内の農家に農作業委託等ができない場合には、集落外の農家との連携を図り、
農作業委託等を推進する。
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３．取組の経緯及び内容

中山間地にあって農業の担い手不足や従事者の高齢化が進展する中、地域の農業を守

るため農業施設等の管理に共同で取り組んできている。今後、獣害対策として防護柵等

の修繕等に取組むとともに、環境に配慮した生産活動や非農家の参加による景観作物の

作付け等の活動に取り組む。また、共同活動の中心組織である集落営農の法人化を目指

すとともに、機械・農作業の共同化等も推進する。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

・農業生産活動の継続を目標

に施設の協働活動による水路

清掃等の維持管理等に取り組

む。また、多面的機能の発揮

や、景観作物の作付け、特産

品の開発にも取組む。

景観作物（ｸﾛﾀﾗﾘｱ）の作付け 農家共同作業による水路清掃

［平成21年度までの取組目標］
○ 環境こだわり農業の取組み（目標２ha）
○ 機械農作業の共同化（農作業機械の共同利用を７ha(協定農用地の90％)実施､目標7.8ha
（協定農用地の100％ , 11.4%増加)
○ 多面的機能の持続的発揮に向けた非農家との連携（非農家13戸（集落協定に参加する農業者の総数
の約33％）と地元産材を使った交流活動の実施）

○ 集落営農の法人化（農業生産法人の設立）
○ 獣害対策の実施（延長約１ｋｍ）
○ 特産品の開発の取組み【協定活動対象外】
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落の農地は集落営農で守る

１．集落協定の概要

市町村･協定名 鳥取県八頭郡八頭町 野町
やずぐんやずちょう のまち

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
2.3ha 水稲、野菜類 － － －

交 付 金 額 個人配分 50％
49万円 共同取組活動 水路、農道の管理、鳥獣害防止対策 20％

（50％） 機械の更新のための積立 20％
役員手当、会議費等 10％

協定参加者 農業者 9人、野町営農組合（構成員6人）

２．集落マスタープランの概要

（１）集落における将来像

【現状】集落内では兼業農家と高齢専業がほとんどで、認定農業者等の育成は困難である

が、兼業農家の中には、経理、機械操作、企画など様々な能力を持つ人材がいる。

また、農作業を委託できる中核的リーダーとしての担い手や営農組合があり、そ

れらに農作業の一部を委託している農家もある。

、 、 、しかし 農家個々での機械所有がほとんどで 機械代の負担が大きくなっており

今後、高齢化により水稲の基幹的作業が困難な農家が出てくることが予想される。

集落内の農道、水路等の管理は農家だけで共同で実施している。

【将来像】集落内の人員の様々な能力を活かし、営農組織で水稲の主要農機具を共同購入

・共同利用することにより、効率的・安定的な営農体系を実現する。

兼業農家等は基幹的農作業を、担い手や営農組合へ作業委託することにより、営

農を維持し農地を保全する。

集落内の農道、水路等は、非農家も含め集落全体で維持管理を行う。

（２）５年間の目標

○営農組合でトラクター、コンバインを更新し、農業機械の共同利用を進める

○農道、水路等の管理活動について非農家と一体的に管理活動を実施する

○水稲の基幹的農作業については営農組合への委託を推進する

（３）各年度の活動計画

、 、 、 、１年目：ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ ﾏｯﾌﾟの作成 ３年目：水路改修 15m ４年目：電気柵設置１km

５年目：担い手への農作業受委託、機械の共同利用 2.8ha（うち協定内1.4ha）

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理 田2.3ha 周辺林地の下草刈り 担い手集積化（ ）
(約3a､年1回） (営農組合に耕耘･田植え･収穫・乾燥

個別対応 作業を委託)現状0.4ha→目標2.8ha
共同取組活動 (うち協定内1.4a)

水路・農道の管理 共同取組活動
･水路400ｍ､年2回以上
､泥上げ等
･農道400ｍ､年2回以上 農地法面の定期的な点検 加算措置としての取組等
草刈り等 (年2回及び随時)

規模拡大加算
共同取組活動 共同取組活動 (新たに担い手に3作業(耕耘･田植え､

収穫･乾燥作業)を委託する面積96a)

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

野町集落では、活力ある農業者の育成と住みよい豊かな集落づくりを目指して、平成

２年に野町営農組合を設立した。これにより、農作業受委託による効率的な農業に取り

組み、また、世代を超えた集落内の交流が盛んに行われるようになった。

前期対策では、平成１２年度に集落協定を締結してからは、交付金でコンバイン、乾

燥機、畦塗機各１台を購入し、更に農作業受委託を進めることで、集落ぐるみで農地を

保全していく意識が一層向上した。

新対策では、機械の更新をしながら、協定外の農地も含めて農作業受委託を進め、農

地の保全を図る。

○農用地等保全マップ
現況 （凡例）

農道(共同管理) □
水路(共同管理) □
水路改修 □
鳥獣害防止柵 □
農作業委託 □

将来像
協定内

協定外

・農作業受委託（緑色部分）面積の拡大（協定内：1.0ha増、協定外、1.4ha増）
・水路改修 15ｍ
・電気柵設置場所の拡大 １km

集落の共同作業で設置した格納庫 共同利用される農業機械

［平成21年度までの取組目標］
○ 担い手集積化 現状0.4ha→目標2.8ha

（うち協定農用地内1.4ha、協定外農用地1.4ha）
増加分2.4ha（うち協定内農用地1.0ha、協定外農用地1.4ha）
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○既存の生産組織を利用した農業生産法人化への取組

１．集落協定の概要

市町村･協定名 鳥取県倉吉市 大 立
くらよしし おおたち

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
7.69ha 水稲、大豆

交 付 金 額 個人配分 48％
160.8万円 共同取組活動 集落の各担当者の活動に対する経費 8％

52％ 会議費、研修費 8％（ ）
農道、水路補修費 22％
景観作物栽培管理費 3％
共同機械購入積立 6％
法人設立積立 5％

協定参加者 農業者30人、大豆生産組合

２．集落マスタープランの概要

集落の将来像としては、既存の生産組織である大立大豆生産組合を法人化し、農事組

合法人を設立して、集落内農地の集積を図ることにより、集落の農用地を維持管理して

いくとともに、安定的かつ効率的な農業経営を行っていく。

また、対象外の農地や対象農地を持たない農家もあわせて、集落全体で集落営農に取

り組み、法人化を進めていく。大豆生産組合の法人化から将来的には水稲作付けも含め

て集落内の農地を法人で守っていきたいと考えている。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田 堆きゅう肥の施肥 担い手集積化（ ）7.69ha
施肥面積 20a （法人を設立し、利用権設定

個別対応 目標 ％）2.4ha 30
個別対応

共同取組活動
水路・作業道の管理
・水路管理 年2回 景観作物作付け

清掃、草刈り （景観作物として道路沿
・農道管理 年2回 いに花を植栽。農地法 加算措置としての取組等

法面草刈り 面－彼岸花の管理）
農業生産法人設立加算

共同取組活動 共同取組活動 土地利用調整加算

共同取組活動
農地法面の定期的な点検
（年1回、随時）
農道、農地法面、水路の補修

共同取組活動

協定参加者以外との連携
○対象外の農地も含めて集落全体で集落営農、法人化に取り組む
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３．取組の経緯及び内容

前対策から継続して協定を締結することになったが、平成１７年度からは対象農地の

有無にかかわらず、集落のすべての農家が参加して話し合いを進め、集落全体で協定を

締結することになった。当集落においては、以前から大豆生産組合を立ち上げ、大豆の

ブロックローテーションに取り組んでおり、集落全体で土地利用調整を進めてきた。新

たな対策では、より積極的な取組を進める集落には加算単価も認められることから、こ

の大豆生産組合を中心に、大立集落全体で集落営農、法人化に向けた取組を進めること

となった。今後は法人化に向けた研修や話し合いを進めながら３年後を目標に法人組織

を立ち上げ、集落内の農地の利用権設定や共同利用機械の購入を検討している。

○農用地等保全マップ

・利用権の設定

・対象外の農地も含め、集落での土地利用調整

研修会の様子 大豆播種共同作業の様子

［平成21年度までの取組目標］

○農業生産法人を設立し、利用集積を図る（目標2.4ha（協定農用地面積の30％ ））
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○特定農業法人を設立し、農地の利用集積を目指す

１．集落協定の概要

市町村･協定名 島根県大田市三瓶町 池田上
おおだしさんぺいちょう いけだかみ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
31ha 水稲､蕎麦他

交 付 金 額 個人配分 45％
656万円 共同取組活動 水路・農道等の維持管理 21％

（55％） 鳥獣害防止対策、多面的機能増進活動 5％
先進地視察研修費、法人設立経費、事務費他 29％

協定参加者 農業者 50人

２．集落マスタープランの概要

集落農地のほ場整備に伴い、特定農業法人を設立し、協定面積３１haのうち２０haの

利用集積を図る。ほ場整備後、耕作可能になった農地から利用権の設定を行っていく。

また、加工品への取組や協定農地に市内外からの観光客をターゲットとした観光農園

を設立し、地産商品を販売する多角的な法人経営により「次世代に繋げる、儲かる集落

営農の確立」を目指す。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（田31ha） 集客対策として景観作物 担い手への農地集積
作付け (特定農業法人を設立し､利用

個別対応 (コスモス､ヒマワリ等､品 権設定:目標20ha)
(法人設立後､利用権設定) 種及び導入の試行)

共同取組活動
共同取組活動

水路・作業道の管理
･水路:年1回､清掃､草刈､補修 観光農園の設立
･道路:年1回､草刈､補修 (プルーン､ブルーベリー等新

規品目の技術確立)
共同取組活動

共同取組活動

農地法面の定期的な点検(随時)
栽培した大豆･ソバ等で､味

共同取組活動 加算措置としての取組 噌､豆腐､蕎麦等加工品の試作

土地利用調整加算 共同取組活動
企業参入促進整備事業で大型農 （特定農業法人への利用
機及び農業施設を購入し、法人 権設定：目標20ha、協定
化を目指した大区画、効率的稲 農用地の64％）
作の実践（トラクター他8台､育 特定農業法人による、観光
苗ハウス他2施設） 共同取組活動 客向け地産商品販売に向け

た多角的活動

集落外との連携：池田小･中学校との連携による稲作体験学習の実施
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３．取組の経緯及び内容

前期対策において取組を行ってきた５集落を、ほ場整備事業の導入を契機に「池田上

集落」として統合し、平成１７年度以降の対策に取り組む。

、 （ 、 ） 、池田上集落では 県営ほ場整備事業 経営体育成事業 平成１７～２１年度 により

大区画農地による効率的稲作の実践と中山間地域の多様な資源を活かした「次世代に繋

げる、儲かる集落営農の確立」を目指す。

集落の近隣に位置する国立公園三瓶山には、年間２０万人の観光客があり 「観光客、

向けの地場販売」が収益性の高い農業確立には不可欠であり、その集客対策として景観

作物の導入や観光農園の開設等を有効な手段の一つと考えている。そのため、夏季、秋

期におけるヒマワリ、コスモス、ソバ（景観作物）の作付け体系確立や運営コスト把握

や分析を行い、ほ場整備後の品種及び導入面積の規模決定について検証を行う。

また、市内外の観光客をターゲットにした観光農園の開園を目指す。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

特定農業法人に協定農

用地を利用集積していく

範囲を記載

収穫したソバの加工実習 小中学校との連携による稲作体験

［平成21年度までの取組目標］

○ 特定農業法人の設立

○ 景観作物の作付け、観光農園の設置（地産商品の販売に向けた集客のため）

○ 担い手への利用集積（特定農業法人への利用権設定：目標20ha（協定農用地面積の 64％ ））
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落営農組織の法人化を目指す集落における取組

１．集落協定の概要

市 島根県江津市川平町 川 平 南町村･協定名
ごうつしかわひらちょう かわひらみなみ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
4.8ha 水稲・大豆

交 付 金 額 個人配分 50.0 ％
38.6万円 共同取組活動 集落営農組織の法人化に向けた取組経費 8.7 ％

（50％） 積立 41.3 ％
協定参加者 農業者 14人、生産組織 1団体

２．集落マスタープランの概要
集落内農地のより効率的な利用ができる体制をつくるため、今後５年間で組合の法人

化を行う。

また、ステビア米の栽培（試験栽培中）や大豆の不耕起密植栽培を取り入れるなどし

て、収益性の高い農業経営を集落全体で取組む。最終年度までに25ａ以上でのステビア

米等の栽培を検討している。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 周辺林地の下刈り 農業機械の共同購入・共同利用
（田4.8ha） （約1a、年1回） （機械の共同購入・共同利用推

進の説明会開催（年1回 ））
個別対応（作業受託含む） 個別対応

共同取組活動

水路・作業道の管理 景観作物の作付け
・水路、年2回 ひまわり等 約0.1ha 農作業の受委託の推進（ ）

清掃、草刈り （農作業受委託についての説明
・道路、年2回 草刈り 共同取組活動 会開催（年1回 ））

（協定農用地内のほぼ全てで農
共同取組活動 作業の受委託を行っており、今

非農家2名以上を含めた活動 後も継続する（約4.8ha ））

共同取組活動
農地法面の点検及び管理

（年2回及び随時）
ステビア米や大豆の不耕起密植

共同取組活動 栽培などの新規作物や栽培方法
の変更などで収益性を高める。

個別対応（集落全体で取組む）
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３．取組の経緯及び内容

、 「 」（ 「 」 。） 、当集落では 任意組合 川平町みどり農業振興組合 以下 組合 という があり

育苗から乾燥調整までの農作業、機械管理を請け負っている。この組合と集落協定が連

携することにより、農作業の受委託と機械の共同利用が図られ、効率的な農地耕作及び

集落環境の保全管理が実現している。

共同利用の農作業機械は、組合の所有に加え個人所有であったものを組合が買い取り

又は借用することで管理し、申し出に応じて貸し出しやオペレーターの派遣を行ってい

る。集落の耕作地のほぼ全てが作業受託により運用されており、組合が委託者と受託者

の間に入り、作業内容の選定から作業賃金及び機械借上料の収支を行い、個人の取引で

生じやすいトラブルを防ぎながら円滑で効率的な機械利用と作業受託を図っている。

また、集落全体で新規作物の作付け等を進めており、水稲についてはステビア米の栽

培を実施、転作については、大豆の不耕起密植栽培を取り入れ、収益性の向上を高める

取り組みを進めている。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

水路・農道等の補修が必要・

な所を図示し、管理作業に役

立てる。

・ 機械の共同利用実施地及び

新規作物の栽培場所を図示し

て、目標に向けて面積増加を

行う。

獣被害防止柵の設置風景 大豆の不耕起密植栽培風景

［平成21年度までの取組目標］

○ 農作業の受委託による営農の効率化・低コスト化（約4.8ha）

○ ステビア米の栽培等新規作物の導入（目標26a以上）

○ 集落内の非農家等２名以上と連携して、水路・農道の維持管理の実施

○ 任意組織を法人化して、協定農用地の集積を図り効率的な農業経営の実現

（協定農用地面積の60％以上）
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○農業機械、農作業の共同化を推進し集落営農を目指す

１．集落協定の概要

市町村･協定名 島根県邑智郡川本町 馬野原
おおちぐんかわもとまち まのはら

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
5.8ha 水稲、そば

景観作物他
交 付 金 額 個人配分 40％
79万円 共同取組活動 多面的活動費 10％

60％ 研修費 5％（ ）
農道、水路等及び放棄地の管理に要する経費 25％
鳥獣対策防護策資材費 10％
共同機械購入積立金 10％

協定参加者 農業者 10人

２．集落マスタープランの概要

本集落は高齢化が進み、後継者の見込みのない農家が出ると考えられることから、集

落内で農地を集積及び作業委託するとともに将来的には集落営農組織化を考えていく。

このため、今後は田植機や防除機の共同利用化を行い、将来はコンバイン、トラクタ

ーも共同利用化し、集落営農組合の設立を検討する。

また、集落全体で景観作物（菜の花、ひまわり）の作付及び耕作放棄地に植えたカキ

ツバタ等を集落全体で管理する。

さらに、都市住民のために、そばの栽培を活用した体験農園等の開設も検討し、農村

都市交流も手がけていく。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田5.8ha 周辺林地の下草刈り 農業機械の共同購入・共同利用（ ）
（年2回） （田植機、防除機の共同利用を

個別対応 実施、目標4ha(70％))
個別対応

共同取組活動
水路・作業道の管理
・水路 年2回 清掃、草刈り 景観作物作付け
・道路 年2回 草刈り （景観作物として菜の花、

ひまわりを作付）

共同取組活動 共同取組活動

農地法面の定期的な点検 そばの栽培（0.2ha）
（年２回及び随時）

共同取組活動
共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

耕作放棄地の発生防止のため、各農家において農地の維持保全に努めるとともに高齢

化等により管理が困難となった農地については作業委託を行い、将来的には農業機械の

共同利用化及び農作業の共同化を推進し、集落営農を目指す。そのためにも新対策によ

る集落協定を締結した。

５年間は、各農家において耕作放棄地を出さないように作業の受委託や農地の集積、

又は集落全体で管理を行うこととしている。

また、多面的機能増進活動として非農家と連携して景観作物（菜の花、ひまわり等）

の作付を行ったり、耕作放棄地に植えたカキツバタを集落全体で管理し、集落環境の向

上に努める。

さらに、共同機械を購入しての一斉防除の実施等、共同利用化を図り集落営農組合の

設立に向けた取り組みを行う。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

記載した具体的内容

・農作業の共同化又は受委託が必

要となる範囲

・鳥獣害防止対策が必要となる位

置

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落での農業機械の共同利用による営農の効率化

（協定農用地面積の70％）

○ 集落営農組合の設立

○ 都市農村交流のための体験農園等の開設
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○営農の効率化・低コスト化を図るため法人化を目指す

１．集落協定の概要

市町村･協定名 島根県邑智郡邑南町 中野北区
おおちぐんおおなんちょう なかのきたく

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
34ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 19％
514万円 共同取組活動 共同機械の購入 34％

（81％） 農道、用・排水路のの維持管理 3％
鳥獣害対策 11％
共同機械積立 24％
農用地の維持管理 3％
その他 6％

協 定 参 加 者 農業者64人、水利組合4人、非農家16人

２．集落マスタープランの概要

当集落には、高齢化が進み、１０年～１５年後は後継者の見込みがない農家が数戸存

在しており、耕作放棄地の発生が危惧されている。このため、農業生産活動を継続する

ため、営農の効率化・低コスト化を図ることが効果的と考え現在の個人の機械の買い換

えは控え、田植機、動噴、コンバイン、トラクターも共同利用を行うこととなった。

将来的には共同取組活動を通じ共同作業の範囲を拡大し法人の設立を目指す(１８年

１２月設立予定)。

また、防除作業や鳥獣外対策としての猪防護柵の管理等も共同で実施していく。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理（田 ） 周辺林地の下草刈り 機械・農作業の共同化34ha
（約 、年 回） （田植機、動噴、ｺﾝﾊﾞｲﾝ、ﾄﾗｸﾀ0.5ha 1

個別対応 ｰの共同利用 目標 )15ha
個別対応

共同取組活動
水路・作業道の管理
・水路 、年 回 景観作物作付け11.6km 2

清掃、草刈り （蓮、レンゲ、菊） 加算措置としての取組等
草刈り 個別・共同取組活動

土地利用調整加算
共同取組活動 （協定農用地 を法人へ利11ha

用集積する）

農地法面の定期的な点検 共同取組活動
（随時）

個別対応 法人設立加算
（先進地視察、研修会等を重ね
法人を設立する）

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

当協定は、前期対策の４つの集落協定が統合した集落協定である。当地区は、この４

集落で構成する自治会で活動することが多く、前期活動経験を踏まえ、効率的に農業生

産活動を行うべく協定を統合することとなった。

・現在：農道、用水路、排水路、猪防護柵（檻）の維持管理

機械の共同利用（Ｈ１７年度は動噴の防除作業の共同化を推進）

・今後：機械の共同利用（田植機、コンバイン）等を推進しつつ、法人を設立する。

○農用地等保全マップ

・農道、用水路、排水路の維持管理

を行う。

・防護柵（檻）の共同設置、維持管

理を行う

共同防除の実施 猪防護柵の共同設置

［平成21年度までの取組目標］

○ 田植機、防除機、コンバインの共同作業面積を ％以上とする。30
○ 営農の効率化・低コスト化を図るため、法人化を目指す。

○ 猪防護柵（ ）の共同設置、維持管理の継続。2.2km
○ 転作田に景観作物の作付けを行う。
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落営農を基盤とした取り組み

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岡山県久米郡久米南町 北 庄 西
くめぐんくめなんちょう きたしょうにし

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
40ha 水稲、大豆他

交 付 金 額 個人配分 40％
812万円 共同取組活動 鳥獣害防護、農地維持管理、導水路補修等 30％

60％ 共同利用機械購入積立金 20％（ ）
各種推進経費、役員報酬等 10％

協定参加者 農業者 38人、非農業者 5人

２．集落マスタープランの概要

（１）集落の将来像

①集落営農に取り組み、低コストで安定的な営農を目指す。

②もち米、黒大豆、ゆず等地元産農産物の加工品の商品化により収益の向上を図る。

③非農家等及び他集落との連携による道水路管理等の実施や、獣害対策として防護柵

を設置し集落にとって効果的な取組を行う。

（２）５年間の目標

①集落営農組織の設立、②共同利用機械の購入及び農作業受託の推進、③加工品の研

究・開発、④非農家等及び他集落との連携による道水路管理及び獣害防護柵の点検及

び設置

（３）各年度の活動計画
各年度の目標

１年目 ・農地保全マップ作成 ・集落営農に向けた話し合い
・非農家等及び他集落との連携呼びかけ

２年目～ ・集落営農の設立及び共同機械の整備
４年目 ・基幹的農作業受託の拡大推進 ・加工品の研究、開発

４年目 ・法人設立
５年目 ・法人組織による営農活動の実践（基幹的作業 ）20ha

・他集落連携、非農家等連携（非農家 人）5
・防護柵の設置、点検（ ）14,880m

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(田 ) 周辺林地の下草刈り 集落を基礎とした営農組織の育成(集40ha
(年3回) 落営農を組織し、基幹的農作業の機械

個別対応 による共同化を実現。現状 ､目標0ha
個別対応 ）20ha

水路・作業道の管理 共同取組活動
･水路:年2回､清掃､草刈り
･道路:年3回､簡易補修､清

掃、草刈り 農地法面の定期的な点検 加算措置としての取組等
（随時)

法人設立加算(平成20年4月を目途に農
共同取組活動 業生産法人を設立する。)

共同取組活動
共同取組活動

集落外との連携：近隣集落と一体となった農道・水路管理及び農地の防護柵等について共同管理する。

47



３．取組の経緯及び内容
集落内における基幹的農作業は、従来、個々の農家で行ってきたが、高齢化が進展す

る中で将来的に基幹的農作業も困難となる農業者が予想された。

このため、前期対策に取り組んだ結 果集落内の話し合いが進み、集落営農に取り組

むこととなった。

平成１７年度には、集落営農化への話し合いが進み平成１８年度には組織化確立を行

い、平成１８～１９年度において、交付金の積立等を活用して共同機械の購入を予定し

ている。さらに、法人化へ向けた研修を随時行いながら、平成２０年４月を目途に法人

設立を予定している。

また、効率的な道水路管理と効果的な獣害対策を実施するため、非農家・非対象農家

との連携や他集落との連携も進めていくこととしている。

・協定参加農地の明確化○農用地等保全

・水路・農道の管理箇所の明マップ

確化

・整備予定水路・農道の箇所

の明確化

・防護柵設置箇所等の明確化

【集落営農に向けた研修会】 【共同機械利用】

［平成21年度までの取組目標］

、 （ ））○ 集落を基礎とした営農組織の育成(基幹3作業の作業受託)(当初:0ha 目標20ha 協定農用地の50%

○ 集落営農組織の新規設立・法人化（目標 組織設立： 年度、法人化： 年度）18 20
○ 加工品の研究・開発

○ 非農家等及び他集落との連携による道水路管理及び獣害防護柵の点検及び設置

（非農家０人→５人、防護柵 → ）1,600m 14,880m
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○「特定農業法人」による集落営農の実現を目指す

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岡山県勝田郡奈義町 西原
かつたぐんなぎちょう にしばら

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
30.95ha 水稲他

交 付 金 額 個人配分 9.9％
共同取組活動 ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ作成、集落営農組織交付金他 34.1％

402 万円 共同機械購入積み立て 31.5％
90.1％ 会議費、巡回点検費他 10.7％（ ）

有害鳥獣駆除資材費、農道、水路改修費他 8.8％
有機堆肥助成 5.0％

協定参加者 農業者51人、1法人（構成員35人）

２．集落マスタープランの概要
１）将来像
① 集落営農の確立をめざし、平成１７年４月に設立した（農）西原営農組合を特定農
業法人化し、集落ぐるみでの営農を実現する。

② 法人未加入者の農作業受委託を進め、農地を保全する。
③ 黒大豆栽培を進め、共同利用機械による効率的な農作業を促進する。
④ 獣害防止として、防護柵の設置等効果的な対策を行う。

２）５年間の目標
① 平成２０年度までに農事組合法人を特定農業法人化する。
② 法人への農地の集積を進める （利用権設定目標：10ha）。
③ 交付金等を活用し、共同利用機械の導入を行う。

３）毎年のスケジュール
各年度毎の目標

・農用地等保全マップの作成
１年目 ・利用権設定について該当農家へ説明及び推進
(H17) ・黒大豆の作付推進・農業機械等購入へ向けた積立開始
２年目 ・マップに基づいた農用地の保全
～ ・利用権設定の推進
４年目 ・黒大豆の作付推進・農業機械等購入へ向けた積立
４年目 ・特定農業法人の認可申請
５年目 ・利用権設定面積 10ｈa

・共同利用農業機械の導入

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（田31ha） 堆きゅう肥の施肥 農業生産法人への利用権
(約31ha） 設定(担い手集積）

個別、法人対応 目標10ha
個別対応

水路・作業道の管理 共同取組活動
･水路､年2回 清掃､草刈 加算措置としての取組
･道路､年2回 草刈

土地利用調整加算
共同取組活動 農業生産法人への利用

権設定（目標10ha） 法人設立加算
特定農業法人を設立

農地法面の定期的な点検(随時) 共同取組活動
共同取組活動

共同取組活動

鳥獣害防止対策(柵点検､補修:随時)

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容
農業の将来は、担い手不足、高齢化、農産物の廉価などにより厳しい状況にある。
西原地区では「先祖代々受け継いできた美田にセイタカアワダチソウを繁茂させては

いけない。今のうちに何とか手を打って、次の世代に受け継いでいく道筋をつけなけれ
ばならない 」との強い思いから、集落営農の必要性を感じ、取り組みを始めた。。
本格的に集落営農を推進するには「任意的な組織」より「法人」でということになり

設立に至った。
また、中山間地域等直接支払制度の取り組みは、旧制度での活動実績を基盤として、

新制度では集落協定活動で取り組むべき農業生産活動等に関する基準の該当交付要件の
採択についても、集落営農を推進し確立させるように取り組くんでいる。
今後もさらに体制整備を進め、農機具等の過大投資を避け、法人を西原地区農業の担

い手として多面的機能の維持・増進を図る。

○農用地等保全マップ
・法人への集積を行う農地の明
確化

・農道・水路の管理改修の位置
・鳥獣害防護柵設置管理の位置
等

集落協定策定検討会】 堆肥の施肥（多面的機能の増進 】【 【 ）

［平成21年度までの取組目標］

○ 法人への農地の集積を進める （利用権設定目標：10ｈａ）。

平成20年度までに農事組合法人を特定農業法人化する。○

○ 交付金等を活用し、共同利用機械の導入を行う。
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○一集落一農場をめざして活動

１．集落協定の概要

市町村・協定名 山口県長門市 二条窪
ながとし にじょうくぼ

協 定 面 積 田(100%) 畑 草 地 採草放牧地

11.1ha 水稲 ― ― ―

交 付 金 額 個人配分 10％

137 共同取組活動 担当者活動経費 13％万円

(90％) 農業生産活動等の体制整備に向けた活動等の経費 32％

鳥獣害防止対策及び水路、農道等の管理経費 21％

農用地の維持・管理活動経費 10％

交付金の積立・繰越 11％

その他 3％

協 定 参 加 者 農業者 17人

２．集落マスタープランの概要

平成12年度から、中山間直接支払制度への取り組みをしており、二条窪営農組合を主

、 。 、体として 農作業の受委託が進められている 日常の水管理・畦畔の管理を全員で行い

鳥獣害防止対策として、猪防護柵を設置している。こうした現状から現在の営農組合を

平成17年度には、特定農業団体の申請、また、水稲については、すべての作業・経理に

つき一元化を協議決定をしており、5年後には農事組合法人を立ち上げて、一集落一農

場を目指したいと考えている。そのため、11haの農作業集積を進めることとしている。

［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理 田11.1ha 景観作物作付け 農作業の協同化（ ）

(コスモス:約0.5ha) （平成１７年度から一元化に

協同取組対応 て作業を実施、目標11.1ha)

水管理は個人対応 共同取組活動

共同取組活動

水路・作業道の管理 加算措置としての取組

･水路:年2回､清掃､草刈 作付面積9haｴｺﾌｧｰﾏｰとしての

･道路:年2回 土地利用調整加算 認識を全員がもち、積極的に

（地区の担い手となる法人へ 生産・販売を行う。

共同取組活動 73.5％の利用権設定を実施）

特定農業法人設立加算

鳥獣被害防止対策 共同取組活動

電気牧柵の設置､猪の柵

協同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

○経緯

本集落では、高齢世帯が多くなることから、平成１７年度からも制度を活用し、これ

、 。まで以上に機械の共同化や米の共同出荷を進め 生産組織の強化を目指すこととなった

○機械の協同所有化とオペレーターの育成への取組み

既存の共同機械の活用を促進するため、現在のオペレーター技術の向上や、必要な免

許の取得、研修会への積極的な参加をする。また、新たな機械装備も実施する。

○作業受委託や転作作物の団地化

作業受委託については、組合員の理解のもと、一集落一農場を目指す。転作について

は、地形や気候、自然条件を考慮した結果不可能であることから、蛍舞う、清流の二条

窪川の名水を利用して、稲作（コシヒカリ）の良質米の生産に取り組む。

○営農組織の設立に向けた取組み

若い人材が集落内の水田農業を担っていく体制づくりの合意をし、前項の諸問題を解

決して、農事組合法人｢二条窪｣を立ち上げる。

○農用地等保全マップ

・二条窪地区における利用権設定予定図面

・色分けによって地域農家の年齢別ほ場が一目で分かり今後

の農地集積協議を進める。

・組合が営農しやすいように農地の集積を図る。

集会所でのたび重なる協議（月１回） 共同作業風景（田植）

[平成 年度までの取組目標]21
○ 鳥獣対策を実施する。
○ 共同機械の整備とオペレータの育成をする。
○ 婦人部の活動強化（景観作物の栽培を計画）する。
○ 平成 年度に特定農業団体の認定をうけ、５年後に農事組合法人の設立を目指す。17
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標にしている事例＞

○自分たちの農地を自分たちで守る

１．集落協定の概要

市町村・協定名 山口県阿武町・宇久
あぶちょう う く

協 定 面 積 田(100.0%) 畑 草 地 採草放牧地
11.0ha 水稲、野菜 ― ― ―

交 付 金 額 個人配分 40％
155 共同取組活動 農業生産活動等 39％万円

60％ 多面的機能増進活動等 9％
その他の活動 12％

協 定 参 加 者 農業者 37人 非農家 5人

２．集落マスタープランの概要

① 集落の将来像

農業従事者の高齢化と後継者不足等による農地の荒廃化を防止するため、農用地の集

、 （ 、団化・作業の共同化を進めるため集落営農組織を立ち上げ 集落内の健康な者 高齢者

女性も含む）が協力し農用地を維持しながら、地域の活力を高め、将来的には、農業面

だけでなく経済面、生活面も含め集落全体が活性化することを目指す。

② ５年間の目標

１年目に、集落内で十分な話し合いを行い集落営農組織を立ち上げ、２年目に稲作

。 。の共同作業を開始 合わせて餅の加工・販売や畑作物の計画的な生産活動にも取り組む

そして、農業機械についても当初は個人所有の機械を利用しながら、順次共同機械へ更

新し作業の効率化を図り、組織運営を軌道にのせ、最終的には協定全面積の土地利用調

整を目標としている。

【活 動 内 容】
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(田11ha) 景観作物の作付け 共同作業所兼事務所の建設
(菜の花約 ． ) (ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ 棟): 1 0ha 1

特定農業団体、個人
個別対応 共同取組活動

水路・農道の管理
･水路:清掃5月､草刈1月､4月 加算措置としての取組
･農道:簡易補修12月､草刈3月､

6月 土地利用調整加算(協定農用地の内約8haを団体へ委託)

共同取組活動 共同取組活動

集落外との連携
、 、 。基幹的農作業のうち 防除作業については 阿武町農業公社の斡旋により㈲ﾄﾞﾘｰﾑﾌｧｰﾑ阿武に委託する
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３．取組の経緯及び内容

当集落は、全４３戸の内農家戸数が３８戸で、集落内の農地約２２ｈａを管理してお

り、中山間地域等直接支払制度が始まるまでは、共同作業や営農組織はなく全て自己完

結型農業経営をおこなっていた。また、他の中山間地域と同様、農業従事者の高齢化と

後継者不足が年々深刻化していた。

しかしながら、平成１２年度から本制度に参加したことにより、集落内での話し合い

活動や共同作業が継続的に行われるようになり、猪防護フェンスの設置、共同利用機械

の購入、農道の改修などを実施した結果、徐々に集落営農への関心が高まり先進地への

視察研修も実施した。その後継続的に集落内で検討会が開催され、新たな対策が始まる

と同時に、集落内での組織化への取組が進み、平成１７年１２月に集落内外３６名の参

加により特定農業団体「宇久集落営農生産組合」が設立された。

そして、平成１８年よりまず稲作について共同作業化するとともに、女性や高齢者の

、 。方にも積極的に活動に参加してもらうため 順次餅の加工・販売を行うこととしている

また、転作田等の団地化により野菜等の畑作物の計画的な栽培を行い野菜の加工・販売

にも取り組んでいく。最終的には、協定全面積の土地利用調整を目標としている。

・集落営農組

織の活動範

囲と重ねて

作成。

宇久集落営農生産組合設立総会の様子H17.12.18

【平成21年度までの取組目標】

○ 集落を基礎とした営農組織の育成

落営農組織を立ち上げ、協定内農用地及び協定外農用地（平坦地）合わせて について15ha
共同管理を行う （協定内の約７割、全体でも約７割）。
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○法人と地元でつくる里づくり

１．集落協定の概要

市町村・協定名 山口県柳井市 伊陸西部
やないし いかちせいぶ

協 定 面 積 田(97.5%) 畑(2.5%) 草 地 採草放牧地
48.6ha 水稲 野菜・果樹 ― ―

交 付 金 額 個人配分 50％
588 万円 共同取組活動 担当者活動経費 5％

(50％) 農業生産活動等の体制整備に向けた活動等の経費 25％
鳥獣害防止対策及び水路、農道等の管理経費 8％
農用地の維持・管理活動経費 5％
交付金の積立・繰越 5％
多面的機能増進活動経費 2％

協定参加者 農業者 79人

２．集落マスタープランの概要

法人を基礎とした営農組織の構築・充実による農業生産活動等の体制整備を目指す。

伊陸西部地区の基盤整備が行われ、第二期対策に取り組むに当たって、農事組合法人

、 、 、 。を設立し 集落が連携して 利用権設定 農作業受委託を推進していくこととしている

17年度、18年度で基盤整備の面工事が終了するので、年度毎に利用権設定を増やして

いき、５年後には協定面積の30％以上の利用権設定を行う。

【活動内容】
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動等の体制整備

担い手集積化農地の耕作･管理 景観作物作付け（菜の花

1ha (地区の担い手となる法人に(田47ha、畑 ) 約0.7ha）

実施:15ha(30％)目標:15ha)
個別対応

共同取組活動

共同取組活動

水路･作業道の管理

･水路:年2回､清掃､草刈り

加算措置としての取組等･道路:年2回

共同取組活動 土地利用調整加算、特定農業法人設

立加算

（地区の担い手となる法人へ15h
aの利用権設定を実施）農地法面の定期的な点検(随時)

個別対応 共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

伊陸西部地区において、基盤整備事業を行う為の話し合いが平成13年度から始まって

、 、 、 。おり 平成16年度に経営体育成基盤整備事業として採択され 現在 工事を行っている

当時、伊陸西部地区には１集落しか協定がなかったが、基盤整備の話が進むにつれ、

平成15年度に２集落が新規に協定締結を行った。

新たな制度になったことをきっかけに、より効率的な取組を実施するため、この３集

落と新たに１集落を加え４集落が合併した伊陸西部集落協定となった。

本集落協定は、新たな対策に取り組むに当たって、農事組合法人を設立し、集落が連

携して、利用権設定、農作業受委託を推進していくこととしている。

法人と集落が連携して農地の集積を図り、協定面積の30％以上の利用権設定を行って

いくことを５年間の目標としている。

○農用地等保全マップ

・伊陸西部地区における利用権設定予定図面

・赤く色をつけてある所が、法人の集積予定箇所

で、協定面積の３０％を集積する予定

・法人が営農しやすいように農地の集積を図る

基盤整備中のほ場

[平成21年度までの取組目標]

○ 法人の設立を目指す。

○ 担い手となる法人への利用集積（当初０ 、目標 （協定農用地面積の ％ ）を実施。ha 15ha 30 ）

○ 景観作物の栽培（を行うなど、土地の有効活用の検討を行う。
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落営農法人による農地保全

１．集落協定の概要

市町村･協定名 愛媛県宇和島市三間町 迫目
うわじましみまちょう はざめ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
16.3ha 水稲・大豆

交 付 金 額 個人配分 47.6％
343万円 共同取組活動 集落営農組合所有の共同機械償還金 52.4％

（ ）52.4％

協定参加者 農業者43人

２．集落マスタープランの概要

(1) 集落営農組織を特定農業法人化し、農地の集積及び作業受託を推進する。

(2) 畦畔被覆植物（センチピードグラス）を植栽し、畦畔管理作業の軽減化を図る。

(3) 非農家等及び他集落と連携し、農道・水路等の維持管理活動を実施する。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(田16.3ha) 緑肥作物及び景観作物 機械の共同化（水稲基幹三作業）
ﾚﾝｹﾞの作付け(約5ha) 実施：約10ha、目標：15ha

水稲・大豆については営農
組合が作業受託。維持・管 個別対応 共同取組活動
理については、個別対応 作業は営農組合が受託

担い手への農作業の委託
水路・農道等の管理 法面保護及び草刈作業 集落営農組織の法人化に向けて作業

・用排水路7路線の管理 軽減と景観形成のため 中であり、今後法人設立後は担い手
年2回の清掃・草刈 畦畔被覆植物の植栽 として作業受託はもとより農地の流

・農道2路線及び町道の管理 動化を図る。
年2回の清掃･草刈 個別対応

共同取組活動
共同取組活動

加算措置としての取組
農地及びため池等の点検
（年2回及び随時） 法人設立加算、特定農業法人設立加算

平成17年度中をめどに、現在任意団体である｢はざめ集落営農組
共同取組活動 合｣を法人化し、2･3年をめどに特定農業法人に移行したい。

共同取組活動

・集落外との連携
協定参加者の中にも集落外の参加者がおり、連携を図っているところである。今後も集落営農組織に

も加入して、より良好な関係を保ちつつ、農地の利用集積及び作業受託を進めたい。
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３．取組の経緯及び内容

平成１３年度に集落営農組織を設立したが、集落内の農業従事者の高齢化及び後継者

不足による耕作者不在農地発生の懸念、平成１９年から開始される品目横断的経営安定

対策への対応等、任意組織では適切な対応が困難な状況が予想された。こういった状況

を踏まえ、集落営農組織が、より主体的に集落内農地の担い手として活動出来るよう、

特定農業法人化することとした。

法人化に関しては、平成１７年２月の集落営農組織の総会において、平成１７～１８

年度中に特定農業法人化することを決定している。

共同取組活動事例

作業受託による大豆の栽培

【集落営農組合の共同作業】 集落全体での道路及び用排水路の草刈

集落全体でため池法面の緑化作業

【畦畔被覆植物（センチピード）の植栽】

［平成21年度までの取組目標］
○ 平成17年度中に集落営農組織の法人化
○ 平成20年度までに特定農業法人の申請
○ 集落での大型機械の共同利用による効率化・低コスト化
（当初：水稲５ha、大豆５ha 目標：水稲８ha、大豆５ha（協定農用地面積の約80％ ））

○ 担い手への利用集積（当初０ 目標５ｈａ（協定農用地面積の30％ ））
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落を維持する特定農業法人の立ちあげへ

１．集落協定の概要

市町村･協定名 愛媛県西予市明浜町 脇 新 田
せいよしあけはまちょう わきしんでん

協 定 面 積 田 畑（100％） 草地 採草放牧地
122ha 柑橘 122ha

交 付 金 額 個人配分 26％
1,415万円 共同取組活動 共同防除潅水施設、農道等の管理運営費 36％

（74％） 多面的機能増進活動費（堆肥等購入） 10％
品種更新（苗木購入） 10％
耕作放棄地防止対策費 10％
その他 8％

協定参加者 農業者 151、農業生産法人 1（集落外 、その他 2（集落内1、外1））

２．集落マスタープランの概要

当集落の将来像は、農業後継者が少ない状況の中で、認定農業者中心とした担い手へ

農地を集積していくことや、定年帰農し持続的な営農を行っていこうとする人材の確保

育成に努め集落で農業を維持していくことであり、現在、特定農業団体「脇新田農地ヘ

ルパー組合」が離農者等の農地を引き受け、耕作放棄地の防止に努めている。

今後５年間の目標は、特定農業団体「脇新田農地ヘルパー組合」の法人化による農地

の保全と維持管理体制の確立をはじめ、集落の立地条件を考慮した新しい柑橘品目の導

入（目標１ha）に向けた先進地等への視察研修や技術向上のための勉強会の開催、収益

性の高い野菜等との両立栽培としている。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(畑122ha) 堆きゅう肥の施肥(約10ha) 畑地灌漑自動化施設による病害
虫の共同防除

個別対応 共同取組活動 現状:80ha(65%)目標:80haを維持

共同取組活動
畑地灌漑自動化施設（管水 ビオトープの確保
路）の管理、農道の管理
(管水路133km､道路16km､単 共同取組活動 認定農業者の育成
軌道１箇所､年2回､草刈) （現在…38名、目標…39名）
・出役に応じた報酬配分

学校教育とのタイアッ 共同取組活動
共同取組活動 プによる情操教育体制の

確立
加算措置としての取組等

農地法面の点検（年５回）
新品種･有望品種の導入 法人設立加算(特定農業団体「脇新田

共同取組活動 （目標１ha） 農地へルパー組合」を法人化。

共同取組活動 共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

当地区は、山の急斜面を切り開いた樹園地での温州みかん、いよかん、ポンカン栽培

を中心とする柑橘地帯であり、西予市明浜地区の中でも最大の集落である。

前期対策の実施により、将来の自分たちの農業を危惧する集落内の気運が高まり、平

成16年には特定農業団体「脇新田農地ヘルパー組合」が立ち上がった。平成１７年に新

たに協定を締結し、現在は5.5haの農地において基幹作業はもとより年間を通じての管

理を受託しており、今後は受託面積の拡大と併せ、従来の柑橘専作から野菜栽培や加工

、 。事業を取り入れた複合経営を行う法人の設立を目指し 集落での取り組みを行っている

また、多面的機能増進活動としては、地力の増進と優良品種の改植苗木に施肥のため

に牛糞堆肥を購入し農家へ配布したり、集落内を流れる宮崎川をゲンジ蛍が生息するき

れいな川として保全するために地域の小学校と連携した蛍の幼虫の放流活動を行なって

いる。

○農用地等保全マップ

・農道の補修

・蛍の生息環境の保全を通じたビオトー

プの確保

ゲンジ蛍の幼虫を放流 農道の管理状況

［平成21年度までの取組目標］

○ 畑地灌漑自動化施設の共同利用（共同防除 （現状…80ha/対象農用地の65％、目標…80haを維持)）

○ 畑地灌漑自動化施設の共同利用と点検及び管理（３月…水張り、点検／11月…配管、機器類の清掃

／梅雨、台風等の異常降雨後…施設巡回点検）

○ 認定農業者の育成 （現在の認定農業者数…38名、目標…39名）

○ 農道の管理 （６月、９月の年２回草刈り、破損箇所等の補修、改修を必要に応じ随時行う）

○ 堆きゅう肥の施肥
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落営農組合を設立しよう

１．集落協定の概要

市町村・協定名 福岡県三池郡高田町 唐川原
みいけぐんたかたまち からこばる

協 定 面 積 田（95％） 畑（5％） 草地 採草放牧地

12.5ha 米・麦・大豆 みかん

全体交付金額 個人配分 40%

113万円 共同取組活動 機械購入費 45%

(60%) リーダー育成 3%

ポンプ場維持管理費 3%

多面的機能増進費 9%

協定参加者 農業者 28人

２．集落マスタープランの概要

○将来像

唐川原集落は、農業従事者の高齢化や担い手・後継者不足のために、今後耕作でき

なくなる農地が発生することも予想されるため、集落営農組織を中心とした営農体制

を確立し、耕作放棄地の発生を防止し、集落の農地の保全に努める。

○５年間の目標

集落営農組合の設立について合意形成を図り、共同機械の導入について検討し、協

定内農地の ％（約 ｈａ）以上について機械の共同利用を行う。30 3.8

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 景観作物作付け 機械・農作業の共同化
田11.8ha 畑0.7ha レンゲ：約7ha コンバインの共同利用

の目標約3.8ha(30%))
個別対応

共同取組活動 共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路 年２回 清掃。草刈り
・道路 年２回 草刈り、簡易舗装

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

唐川原集落は、町の中央部に位置し、急傾斜地が多いため作業効率や生産性が低く、

また高齢化も進んでおり、農地の保全も含め生産活動等が厳しい状況であった。そのた

め、前期対策に取り組み、多面的機能の増進活動として、景観作物（レンゲ草）の作付

けや、水路・農道の維持管理を行ってきた。次期対策に取り組むに当たっては、前期対

策で得られた農家の連携をさらに将来に向かって広げるため、集落営農を目指すことを

集落内で話し合った。その結果、共同利用機械の導入を決定し、来年度に集落営農組合

を設立する準備を進めている。設立後は、毎年、共同利用の割合を増やし、最終的には、

。目標の約 (協定農地の ％)以上を達成するために集落内での推進を図っていく3.8ha 30

○農用地等保全マップ

①水路・農道等の補修・改良

②鳥獣害防止対策

落口団地 唐川原団地

約１ｈａの団地のうち約 が急傾斜 約１１ｈａの団地のほとんどが緩傾斜農90a
農用地である。近年イノシシによる害 用地である。主にこの団地で機械・農作

が増えてきており、その対応策を検討 業の共同化を進めていく。

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落でのコンバイン等の共同利用による営農の効率化・低コスト化

（目標 （協定農用地面積の ％ ）3.8ha 30 ）

○ イノシシ対策（ネット・柵等の設置（ ｍ）200
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落営農の確立に向けて

１．集落協定の概要

市町村･協定名 佐賀県唐津市厳木町 広瀬
からつしきゅうらぎまち ひろせ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
24.9ha 稲作、花卉ハウス

交 付 金 額 個人配分 0％
223万円 共同取組活動 農道・水路管理費 50％

（100％） 多面的機能増進活動（河川清掃等） 30％
その他 20％

協定参加者 農業者 62人

２．集落マスタープランの概要

本集落では、農家の高齢化や兼業化により担い手不足が進行しており、また近年、猪

による農作物被害が出始めている。このため、集落役員が中心となり集落内を定期的に

点検し、被害が見受けられた区域への電気牧柵の設置を検討している。

集落内の農地は昭和５８年に圃場整備が完了しているが、この農地を将来的に守って

いくため、担い手となる認定農業者の育成・確保を図るとともに、平成１９年度を目標

に機械利用組合を設立し、機械の共同所有及びオペレーターによる共同作業を行うこと

で、農作業の効率化及び労力軽減を図り、低コストで収益性の高い営農を目指す。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

機械農作業の共同化
農地の耕作・管理 ホタルの棲む河づくり

（田24.9ha） 年１回 河川葦刈り 営農組合の設立
年１回 河川清掃作業 （平成17年度中設立）

個別対応
共同取組活動 共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路：年2回草刈り
（必要に応じ補修）

・道路：年2回草刈り
協定に含めない団地内

共同取組活動 の既耕作放棄地対策
機械利用組合の設立

防虫・猪対策のため (平成19年度設立目標)
草刈指導又は共同で 機械利用の共同化

農地法面の定期的な点検 の草刈作業を行う (耕起,田植え,稲刈り)
（随時役員を中心とした (11ha(45%)で実施計画)
点検活動を行う） 共同取組活動

↓ 共同取組活動
猪被害が見受けられた団地へ
は電気牧柵設置を検討

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

当地区においては、以前から兼業化が進行しており、30ha近い地区内の圃場整備され

た団地を将来的に守っていくため、機械の共同利用による水田農業所得の最大化を目指

す営農組合づくりができないか検討されてきた。役員を中心とした話し合いの結果、平

成１７年１２月１３日に規約等が承認され、正式に「広瀬地区営農組合」として設立さ

れた。

、 、今後は集落マスタープランに基づき 機械利用組合を設立・運営していくにあたって

農業生産活動及び農用地の管理を、ほとんどの構成員が重複する集落と営農組合が連携

することで、組合経費負担の軽減及び相互の適正な活動・運営を図っていく。

営農組合設立に向けての話し合い

ホタルの棲む河づくり(清掃作業)

団地の周辺に電気牧柵を設置することで、農地を集合的に鳥獣被害から防止。
営農組合や機械利用組合(平成19年度設立目標)の設立により、集落全体の連携を

強化することで、集落内の農地や河川等の保全を図る。

［平成21年度までの取組目標］
○ 機械利用組合による機械の共同利用による低コスト化、作業省力化
（当初０ha、目標11ha（協定農用地面積の45％ ））
○ 猪被害が想定される農用地（団地）への電気牧柵の設置（随時判断）
○ 認定農業者の確保 （当初12名 目標13名（１名増 ））
○ 交付金非対象農家（協定農地を持たない者の共同取組活動参加 （当初０名 目標７名））
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落営農組織構築による法人化への取組

１．集落協定の概要

市町村･協定名 熊本県山鹿市菊鹿町 櫛毛
やまがしきくかまち くしげ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
9ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 0％
180万円 共同取組活動 共同利用機械（コンバイン等）購入積立 55％

100％ 鳥獣害防止対策 6％（ ）
水路・農道整備費 25％
役員報酬及び研修費他 14％

協定参加者 農業者 19人

２．集落マスタープランの概要

○将来像

本集落は山鹿市の北部に位置し、上内田川の清流と砂上土の良質米生産地である。

現在、米（籾種子）を中心にイチゴ、畜産、栗等の複合経営が行われているが、殆ど

は兼業農家である。

本集落を豊かな集落として将来にわたり維持し、地域農業を守っていけるよう、こ

れまでの自己完結型農業から脱却し、集落営農の実現に向け、中山間地域等直接支払

交付金を活用しながら、集落営農組織（特定農業団体）の設立、担い手育成、共同利

用機械の購入及び組織の法人化を目指して取り組んでいく。

○将来像を実現するための目標

・早急な集落営農組織（特定農業団体）の設立。

・農作業（耕起、代掻き、田植え、防除、稲刈り）の共同化。

・共同機械（コンバイン）の購入。

・集落営農組織の農業生産法人化。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（田9ha） 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化
（ 、 、 、 、（約1ha、年1回） 耕起 代掻き 田植え 防除

個別対応→法人対応 稲刈りの共同化を７ha目標)
個別対応

共同取組活動
水路・作業道の管理
･水路2km､年2回､清掃､草刈り
･道路1km､年2回､草刈り 加算措置としての取組等

農地法面の定期的な点
共同取組活動 検(随時） 法人設立加算（平成21年度まで

に農業生産法人の設立）
共同取組活動

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

本集落は、従来より自己完結型（個人経営）の営農が行われており、協定参加者の大

半は兼業農家である。また、農業従事者の高齢化率も４５％に達しており、今後１０年

後には、間違いなく担い手不足となり農業生産活動の継続及び適正な農地の保全が出来

なくなる懸念があった。

新たな対策に取り組むにあたり、集落での話し合いを進めるうちに、自己完結型では

限界があり、協定参加者が一体となって支えていく集落営農組織への体制の転換が必要

であるという方向でまとまり、法人設立を目指した取組を行うことになった。

○農用地等保全マップ

・協定範囲（青枠）

・鳥獣害防止対策を実施す

る範囲（赤枠）

・農作業の共同化を実施す

る範囲（緑、黄、紫）

［平成21年度までの取組目標］

○ 農業生産法人の設立

○ 共同利用機械（コンバイン）の購入

○ 田の基幹的農作業（耕起、代掻き、田植え、防除、稲刈り）の共同化。

（目標７ha（協定農用地面積の80％ ））
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○一集落一農場を目指した生産体制の確立に向けて

１．集落協定の概要

市町村･協定名 熊本県上益城郡山都町 鶴 底
かみましきぐんやまとまち つるそこ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
23.2ha 米

交 付 金 額 個人配分 0％
457万円 共同取組活動 集落の各担当者の活動に対する経費 3％

（100％） 集落の将来像を実現するための活動に対する経費 53％
水路農道等の維持管理など共同取組活動に要する経費 20％
農用地の維持管理活動を行う者に対する経費 7％
交付金の積立・繰越 16％
その他事務費 1％

協定参加者 農業者 28人、組合（構成員 人）

２．集落マスタープランの概要

●将来像

、 。・農業生産を集落の基本とし 共同作業・機械の共同利用等を通じ農用地の保全を図る

・将来的には一集落一農場の方向を導いて、農産物の直売等による付加価値の高い集落

農場づくりを図る。

●５年間の目標

・水田において総合管理へ向けた協定を結び、共同機械の利用等の効率化を推進。

・レンゲ草の栽培、土壌改良資材の投入等により、安全で美味しい「鶴夢米」の確立。

・集落内に共同利用施設を設置し、農産物の直売による高付加価値型農業の推進。

・農地の所有と利用を明確に区分して、作業の効率化と担い手育成を図る。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田23.2ha アイガモ利用や緑肥作物 機械農作業の共同化（ ）
の作付け （耕起、田植えの共同利用を３

個別対応 ha（12.9％）実施する)
個別対応

共同取組活動
農道・水路の管理（清掃・補
修・草刈り等 年２回） 自然生態系の保全に関す

る学校教育等との連携 担い手への農作業の委託
共同取組活動 都市小学校等と連携し自 （耕起、代掻き、田植えの作業

然観察会等を開催する 委託を７ha(30.1％)実施する）

共同取組活動 共同取組活動

加算措置としての取組等

土地利用調整加算（耕起、代掻き、田植えの
作業受委託契約委託７ha(30.1％)実施する）

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

本集落ではこれからの高齢化の進行、担い手の減少に伴って基幹的農作業・公益的作

業への対応が難しくなることを見据え、機械の共同利用や農作業の受委託を推進するこ

とで、農業生産力と地域の活力を維持していくことを基本に協定を締結した。

現在、機械の所有状況や農作業の委託希望の調査等、体制作りのための情報収集を行

っており、これからは一集落一農場を目指して、機械の共同利用(併せてオペレータの

。 、育成)と農作業の受委託を計画通り実行に移していく 特に農作業の受委託については

土地利用調整加算に取り組むため目標達成に向け集落全体で推進していく。

○農用地等保全マップ

・集落で管理すべき農用地範囲、農道・水路およ

び改修が必要な農道・水路について図示してい

る。

・達成目標としているものは農道舗装(延長500m)

［平成21年度までの取組目標］

（ （ ））○ 集落での機械の共同利用による営農の効率化・低コスト化 目標３ha 協定農用地面積の12.9％

○ 担い手への農作業の委託（目標７ha(協定農用地面積の30.1％ ））
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落営農組織で農地保全に取り組む

１．集落協定の概要

市町村･協定名 大分県宇佐市安心院町 矢畑
う さ し あ じ む ま ち やはた

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
24ha 水稲・大豆

交 付 金 額 個人配分 50％
527万円 共同取組活動 生産性向上（機械導入） 39％

50％ 組織体制強化（研修費・法人化設立経費） 11％（ ）
協定参加者 農業者 46人、矢畑営農組合（構成員46人）

２．集落マスタープランの概要

協定参加者の殆どが兼業農家であり後継者も少なく、現在のオペレーターも６０歳以

上となっており、近い将来農地の維持管理が困難になることが危惧されている。

このようなことから、現在の任意営農組合から農業生産法人を設立し、農地の所有者

が安心して任せられる組織づくりを行っていく。さらに定年退職者・農家子弟にはオペ

レーターとして参加してもらい将来の担い手を確保していく。

今後５年間での活動目標は、稲作の作業受託の確立と効果的な農地利用を進めるととも

に営農組織の所有する機械の充実、それに伴う格納庫の整備、オペレーターの育成・確

保を図っていく。また、集落型農業生産法人の設立を目指し、大豆については全作業を

受託し、水稲については作付面積の５割以上で作業受託を行うことを目指し、農作業受

託による農地集積と低コスト化を図っていく。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（田20ha） 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化
（年1回） 大豆作の全作業（6ha）を営

6ha営農組合による管理 農組合で実施（目標16ha)
個別対応

共同取組活動
水路・作業道の管理
・水路 年2回 清掃、草刈り
・道路 年2回 草刈り 担い手への農作業の委託

共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年1回及び随時） 加算措置としての取組等

共同取組活動 土地利用調整加算
法人設立加算（農業生産法人）

共同取組活動

隣接集落への作業受託拡大
集落を超えての担い手としての営農活動を拡大している
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３．取組の経緯及び内容

当集落は、高齢化、後継者不足を解消し集落の農地は集落で守ることを目的に平成１

２年度に営農組合を設立した。集落の定年退職者等を対象にオペレーターを確保・育成

し、水稲の部分作業受託、大豆の全作業とブロックローテーションに取り組み、転作と

農地の保全を行い、自己完結型農業からの脱却を目標に活動を行っている。

また、営農組合の取組の更なる強化を図ることにより、集落内農地を適性に管理し、

安心して生活できるシステムづくりを確立することを目的に引き続き本対策に取り組む

。 、 、 、こととなった 今後５年間は 共同利用機械の整備 全戸参加型の農業生産法人の設立

法人に対する農地の利用権設定などを行うことで持続可能な農業形態の確立を図る。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

・耕作放棄地の発生防止を前提に、県道を挟

み東、西で水稲と大豆のブロックローテ

ーション実施

・山沿いの田を中心に鳥獣被害対策（イノシ

シの電柵設置）

採種圃場の設置会議 大豆の栽培風景

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落での大型機械の共同利用による営農の効率化・低コスト化

（当初６ha 目標16ha（協定農用地面積の80％ ））

○ 農業生産法人の設立
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○法人化から始まる地域農業の基盤強化

１．集落協定の概要

市町村･協定名 大分県豊後大野市三重町 芦 刈
ぶんごおおのしみえちょう あしかり

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
24ha

交 付 金 額 個人配分 約50％
463万円 共同取組活動 リーダー育成等 3％

約50％ 将来に向けた活動費等 15％（ ）
共同機械購入費 30％
法人設立費用 2％

協定参加者 農業者 28人

２．集落マスタープランの概要

本集落は、農業生産法人「芦刈農産」を設立し、特定農業法人化を目指している。

この「芦刈農産」地域農業の核と位置づけ、地域の高齢農家と連携を図りながら、農

用地の集積を推進していく。

「芦刈農産」を中心に、先進地研修をはじめ、各種研修に参加し、新技術を習得した

集落リーダー・オペレーターの育成に努める。

平成２１年度までの５年間で、法人化（設立済 、特定農業法人化、農用地の集積を目）

指していく。その上で、高付加価値型農業を推進拡大させるように努める。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(田24ha) 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化
（年1回） （大型コンバインの共同利用を7.2ha

個別対応 （30％）実施、今後は法人で田植機を
購入し目標12ha)

個別対応
共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路:年2回清掃､草刈り 景観作物作付け
・道路:年2回 草刈り （菜の花:1.2ha） 担い手への農作業の委託

（ 。災害時随時補修 認定農業者に収穫作業を2.4ha委託
）今後は法人を中心に委託目標4.8ha

共同取組活動 共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検 小学生と河川など水辺
（年２回及び随時） の環境、昆虫などを調 加算措置としての取組等

査し環境保全の取組を
共同取組活動 推進していく。 法人設立加算

平成17年度中に農業生産法人平成18年
度中に特定農業法人

共同取組活動
共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

本集落は、高齢化により担い手不足が深刻化し、荒廃の恐れがある農用地が発生しつ

つあったため、集落協定を締結し限られた担い手で適正な農用地の保全を共同して行っ

ていくことにした。

５年間活動した実績をもとに、集落協定を農業生産法人へと発展させ、集落内外の農

用地を集積していく。

更に、特定農業法人化も実現させ、環境保全についての研究会を催し、近隣小学生を

参加させたり、高付加価値型農業にも着手していく。

現段階では、法人が設立されたばかりで、具体的な内容が明確になっていないが、今

後は法人を中心に会議を進め、集落内外の農業が発展できるよう、具体策を練っていき

たい。

○芦刈集落協定農用地等保全マップ

・協定農用地の範囲、農道・水路の位置

法面の補修・改良が必要な位置、集積予

定農地を明記

平成１７年度９月農事組合法人芦刈農産設立。
平成１８年度には、特定農業法人化を予定。

○大型田植機のオペレーターの育成指導

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落での大型機械の共同利用による営農の効率化・低コスト化

（当初7.2ha目標12ha（協定農用地面積の50％ ））

○ 担い手への利用集積（当初2.4ha、目標4.8ha（協定農用地面積の20％ ））
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○集落営農組合を軸とした集落の発展

１．集落協定の概要

市町村･協定名 鹿児島県伊佐郡菱刈町 永 池
いさぐんひしかりちょう ながいけ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
31 ha 水稲・飼料作物

交 付 金 額 個人配分 37％
574万円 共同取組活動 永池集落営農組合への活動助成 61％

（63％） 村づくり助成金 2％

協定参加者 農業者 35人，永池集落営農組合（構成員32人 ，南永小学校，永池水利組合）

２．集落マスタープランの概要

平成１２年に設立した永池集落営農組合に対して、すべての協定活動を委託するとと

もに、特定農業法人化することで、今後懸念される高齢化による耕作放棄にならないよ

う、営農組合で農地利用集積を行ったり、受託作業についても推進し、受託面積（基幹

的農作業３作業以上）を現在より１０％以上増加を目指し、生産から販売まで一貫して

行える組織づくりを行う。また，地域においては南永小学校と協力し、将来地域を担う

子供たちの育成のために農業体験活動を１年を通して行う。

[活 動 内 容]

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理 堆肥の散布 農作業の受委託の推進
(田31ha) エコファーマーの推進 （基幹的農作業3作業以上の委託面積 11ha

（ブランド化の推進） →目標14ha(45%)以上)
営農組合+個別対応

営農組合 営農組合+個別対応

水路・作業道の管理
・水路の清掃,草刈り 景観作物作付け 農業機械・施設の整備

年１回 (菜の花，れんげ) （機械倉庫１棟，コンバイン２台，田植機（ ）
・道路の草刈り １台，水稲播種機1台，乾燥調整施設１基，

年１回 共同取組活動 精米施設１基，コンバインカー１台，集出（ ）
・冬場の畦の草焼き 荷貯蔵施設１棟，保冷貯蔵施設１基，マニ
・水路点検補修 アスプレッダー１台）

共同取組活動 特別栽培米の直売 共同取組活動
＋個別対応 特産品販売所への出品

営農組合 加算措置としての取組み
農地法面の定期的な
点検（年２回及び随 法人設立加算(5年以内に特定農業法人を設
時） 立)

土地利用加算（利用権設定等面積：協定農
共同取組活動 用地の35%を更に推進）

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

５年前に本制度に取り組んだのを機に集落営農組合を設立し、農地保全管理の徹底や

大型農業機械の導入による作業受委託の増加及び米の直販による農家所得の向上等、制

度による効果が現れた。

今後、更に農家の高齢化が進むため、農地保全及び農業経営について合理的なシステ

ムを構築する必要があることから営農組織を法人化し農地集積を図りながら生産から販

売に至るまでの一貫的な経営を行い、恒久的な地域農業の維持発展を目指す。

このため 「５年以内に特定農業法人を設立し、一元的な経営による組合員の所得向、

上 「農作業受託の推進（３作業受託面積 現況３５％を目標４５％以上 「高齢化に」 ）」

より耕作放棄地が懸念される農地の集積（目標３ha以上 」などの活動を進めながら、）

更に特別栽培米の取組を強化し、伊佐米「永池」のブランド化を図っていく。

○農用地等保全マップ

ほ場整備が進んでいるの

で，今後は，それに付随す

る農道のコンクリート舗装

及び，側溝の整備，並びに

定期的な維持管理を行う。

営農組合による稲の播種作業 わら細工の伝承

［平成21年度までの取組目標］

○ 永池集落営農組合の法人化（特定農業法人設立）

○ 営農組合による作業受託の推進

（当初10.8ha目標13.9ha（協定農用地面積の45％以上 ））

○ 南永小学校と連携した普通期水稲栽培による農業体験活動を年間を通して行う。

○ 集落営農組織への利用集積（目標3ha（協定農用地面積の10％ ））
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＜農業生産法人、集落営農組織の育成を目標としている事例＞

○地域住民参加型の協定でふるさとの美しい風景を守る

１．集落協定の概要

市町村･協定名 鹿児島県姶良郡姶良町 木津志
あいらぐんあいらちょう き づ し

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
23.9ha 水稲，飼料作物 － － －
交 付 金 額 個人配分 37％
494万円 共同取組活動 各担当者活動経費 17％

農作業受委託組合活動経費 11％
（63％） 農地・道・水路等維持管理経費 15％

都市農村交流活動経費 5％
共同機械購入積立金 10％
その他 5％

協定参加者 農業者 69人、木津志農作業受委託組合（構成員 33 人）

２．集落マスタープランの概要

地区民全員の協力のもと、農地の有効活用が図られる環境・体制の整備、豊かな自然

資源や潤いのある農村景観を保全・維持していく活動を積極的に推進し、地区住民の誰

もが安心して暮らすことのできる「ゆとりとやすらぎのある農村社会」の創出を目標と

した以下の活動を展開していく。

①高齢農業者に対する営農指導、②集落営農組織の確立、③売れる米づくりの推進、

④耕畜連携型農業の推進、⑤都市農村交流の実施

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

水田の耕作・管理（田24ha） 堆肥きゅう肥の施肥 認定農業者の育成
集落内畜産農家との連携 (現在1名を2名以上に増やす)

個別対応
個別対応

共同取組活動
道路、水路の管理・維持
・道路23.8km 景観作物の作付け
・水路25.7km (れんげ種子配布､植え付け) 鳥獣害防止施設の設置・管理

年2回 清掃、草刈り （イノシシ用電気柵の年次計
共同取組活動 画的設置）

共同取組活動
共同取組活動

都市農村交流
農地法面の定期的な点検 （石橋めぐりウォーキング
（年２回及び随時） 大会の開催） 加算措置としての取組等

共同取組活動 共同取組活動 法人設立加算
（農作業受委託組合を農業生
産法人化する ）。

新規導入作物実証
（共同管理圃場４ヶ所） 共同取組活動

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

本集落は、平成６年度前期に新・農村振興運動の重点地区に指定され、県単むらづく

り整備事業を導入し、テレビ放送共同受信施設を整備するなど、生活環境の整備に重点

を置くむらづくり活動を展開してきた。現在は、中山間地域総合整備事業を導入し平成

13年度から17年度までかけて地区内の急傾斜水田の基盤整備を行い、営農環境の整備を

図っている。この整備計画に併せて、地区にある石橋や美しい農村景観を保全維持し、

多くの人に楽しんでもらう環境を創出することで地区の活性化を図るという方針を立

て、地区住民総参加型の集落協定活動に取り組んでいる。今後は，地域に設立された木

津志農作業受委託組合を法人化し、効率的な営農体制の確立を目指す。

○農用地等保全マップ

木津志集落協定は、交付対象外農

家も参加し、地区民全てが集落協定

参加者である。したがって、交付金

交付対象農地のみならず、交付金対

象外農地においても、地区で保全す

べき優良農地は、地区民全員で保全

活動を実施することとしている。こ

のため、木津志農作業受委託組合が

設立されている。また、新規作物等

の導入を推進するために、共同管理

（ 、 、の実証圃 さつま白もち 園芸作物

工芸作物）を設置している。

岩永三五郎ゆかりの石橋 木津志ウォーキング大会

［平成21年度までの取組目標］
○ 木津志農作業受委託組合の受託面積を５ha以上とするとともに法人化を行う。
○ 集落の農家の30％以上をエコファーマー登録し、ＪＡＳ認証農家を１戸以上育成する。
○ 育成すべき担い手農家に2.5ha農地を集積する。
○ 現在の認定農家１名を2名以上に増やす。
○ 都市農村交流イベント「木津志石橋めぐりウォーキング」を定期的に開催する。
○ 他集落との「花いっぱい運動」に関する協力体制を整備する。
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